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(57)【要約】
【課題】インクジェット方式による量子ドットや金属ハロゲンペロブスカイト類を含む発
光層の形成を効率的に高速に処理することが可能な技術を提供する。
【解決手段】インクジェット方式によって量子ドットや金属ハロゲンペロブスカイト類を
含む発光層を形成する際に、インクヘッドから量子ドットや金属ハロゲンペロブスカイト
類を含む発光層と溶媒とを含む組成物を連続して吐出して、量子ドットや金属ハロゲンペ
ロブスカイト類を含む発光層を形成することを特徴としている。当該量子ドットや金属ハ
ロゲンペロブスカイト類を含む発光層は、マトリクス状に配列した画素電極上に形成する
ものであり、複数の画素電極に渡って連続して量子ドットや金属ハロゲンペロブスカイト
類を含む発光層を形成する。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
マトリクス状に配列する画素電極上層に、インクヘッドから量子ドットまたは金属ハロゲ
ンペロブスカイト類を含む組成物を吐出して、連続した発光層を形成することを特徴とす
る発光装置の製造方法。
【請求項２】
薄膜トランジスタと画素電極が一対を成してマトリクス状に配列し、当該画素電極上層に
、インクヘッドから量子ドットまたは金属ハロゲンペロブスカイト類を含む組成物を吐出
して、連続した発光層を形成することを特徴とする発光装置の製造方法。
【請求項３】
薄膜トランジスタを有する基板に画素電極を形成し、当該画素電極上層に、インクヘッド
から量子ドットまたは金属ハロゲンペロブスカイト類を含む組成物を吐出して、連続した
有機化合物層を形成することを特徴とする発光装置の製造方法。
【請求項４】
薄膜トランジスタを有する基板に画素電極を形成し、当該画素電極上層に、正孔注入層が
形成し、この上層に、インクヘッドから発光性を有する有機化合物を含む組成物を吐出し
て、連続した発光層を形成することを特徴とする発光装置の製造方法。
【請求項５】
薄膜トランジスタを有する基板に画素電極を形成し、当該画素電極上層に、正孔注入層を
形成し、この上層に、インクジェット方式で、インクヘッドから量子ドットまたは金属ハ
ロゲンペロブスカイト類を含む組成物を吐出して、連続した発光層を形成することを特徴
とする発光装置の製造方法。
【請求項６】
薄膜トランジスタを有する基板に画素電極を形成し、当該画素電極上層に、正孔注入層お
よび正孔輸送層を形成し、この上層に、インクジェット方式で、インクヘッドから量子ド
ットまたは金属ハロゲンペロブスカイト類を含む組成物を吐出して、連続した発光層を形
成することを特徴とする発光装置の製造方法。
【請求項７】
請求項１乃至請求項６のいずれか一項において、前記発光層を形成した後に、電子輸送層
を形成する発光装置の製造方法。
【請求項８】
請求項７において、前記電子輸送層は蒸着法により形成する発光装置の製造方法。
【請求項９】
請求項７または請求項８において、前記電子輸送層は第１の電子輸送材料からなる第１の
電子輸送層を形成した後に、第２の電子輸送材料からなる第２の電子輸送層を形成する発
光装置の製造方法。
【請求項１０】
請求項１乃至請求項９のいずれか一項において、前記インクヘッドは平滑化手段を有し、
前記平滑化手段により前記インクヘッドから吐出した組成物を平滑化しながら、連続する
発光層のパターンを形成することを特徴とする発光装置の製造方法。
【請求項１１】
請求項１乃至請求項１０のいずれか一において、前記組成物は、有機発光材料又はその前
駆体を溶媒に溶解又は分散させたものを用いることを特徴とする発光装置の作製方法。
【請求項１２】
請求項６乃至請求項１０のいずれか一において、前記平滑化手段は、インクヘッドの吐出
口近傍に設けられた気体を噴出するノズルであって、当該ノズルからの気体に噴出により
前記組成物を平滑化することを特徴とする発光装置の作製方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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本発明の一態様は、発光素子、ディスプレイモジュール、照明モジュール、表示装置、発
光装置、電子機器及び照明装置およびその製造方法に関する。なお、本発明の一態様は、
上記の技術分野に限定されない。本明細書等で開示する発明の一態様の技術分野は、物、
方法、または、製造方法に関するものである。または、本発明の一態様は、プロセス、マ
シン、マニュファクチャ、または、組成物（コンポジション・オブ・マター）に関するも
のである。そのため、より具体的に本明細書で開示する本発明の一態様の技術分野として
は、半導体装置、表示装置、液晶表示装置、発光装置、照明装置、蓄電装置、記憶装置、
撮像装置、それらの駆動方法、または、それらの製造方法、を一例として挙げることがで
きる。
【背景技術】
【０００２】
ディスプレイ技術の発展に伴って、要求される性能は日々高度化している。あるディスプ
レイが再現可能な色域を示す規格には、従来から広く指標とされているｓＲＧＢ規格やＮ
ＴＳＣ規格などがあるが、最近ではより広い色域をカバーするＲｅｃｏｍｍｅｎｄａｔｉ
ｏｎ　ＩＴＵ－Ｒ　ＢＴ．２０２０（以下、ＢＴ．２０２０規格）が提唱されている。
【０００３】
ほぼ全ての物体色を表現できるＢＴ．２０２０規格ではあるが、有機化合物の発するブロ
ードな発光スペクトルをそのまま用いるのでは現状実現が難しいため、キャビティ構造等
を用いることによって色純度を高めることで、当該規格を実現する試みがなされている。
【０００４】
一方で、元々スペクトルの半値幅が狭い発光を呈する材料を用いることで、当該規格の実
現を目指す方針も取られている。特に、金属ハロゲンペロブスカイト類や、数ｎｍ程度の
化合物半導体の微粒子である量子ドット（ＱＤ）が注目されている。量子ドットは、その
離散性が位相緩和を制限するため、発光が狭線化することから、量子ドットは発光の色純
度が高い物質として注目されており、ＢＴ．２０２０規格の色度を実現する発光材料とし
て期待されている。
【０００５】
量子ドットは、１×１０３個から１×１０６個程度の原子から構成されており、電子や正
孔、励起子がその内部に閉じ込められた結果、それらのエネルギー状態が離散的となり、
また、サイズに依存してエネルギーシフトする。すなわち、同じ物質から構成される量子
ドットであっても、サイズによって発光波長が異なるため、用いる量子ドットのサイズを
変更することによって得られる光の波長を容易に調整することができる。
【０００６】
また、量子ドットの理論的な内部量子効率はほぼ１００％であると言われており、蛍光発
光を呈する有機化合物の２５％を大きく上回り、りん光発光を呈する有機化合物と同等と
なっている。
【０００７】
また、量子ドットや金属ハロゲンペロブスカイト類を含む発光層は湿式法により成膜を行
うことができる。そのため、安価な発光素子を提供できる可能性がある。ディスプレイな
どを製造する際、湿式法による塗り分けを行う方法としてはインクジェット方式がある。
量子ドットや金属ハロゲンペロブスカイト類の前駆体を溶媒に溶解または分散させた状態
（以下、これを組成物という）でインクジェット印刷装置のインクヘッドから滴下して、
基板上に被膜を形成する。組成物の物性としては、粘度、表面張力、乾燥速度などが重要
なパラメータとなる。また、再現性良く組成物を滴下するにはインクヘッドの幾何学的構
造やその駆動条件が重要であり、吐出する組成物の量、方向、周期などがパラメータとな
っている。
【０００８】
特許文献１では、タングステン酸化物を正孔注入層として用い、発光物質として量子ドッ
トを用いた発光素子について開示されている。
【先行技術文献】
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【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】国際公開第２０１２／０１３２７２号パンフレット
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　インクジェット方式において、量子ドットや金属ハロゲンペロブスカイト類を含む組成
物をインクヘッドから吐出させるには、圧電素子を用い、その振動を利用して組成物が充
填された容器の容積を変化させて外部に組成物を吐出させる仕組みとなっている。
【００１１】
　インクヘッドから１回に吐出する組成物の量は１０～４０ｐｌであり、粘度は１～２０
ｃｐが良いと考えられている。粘度が低い場合は所定の膜厚を得ることができず、被形成
面に組成物が着弾した後流れ出して必要以上にパターンが広がってしまう等の問題が発生
する。また、粘度が高すぎるとインクヘッドの吐出口から組成物を円滑に吐出できなくな
る、吐出する一滴の組成物の形状が糸を引いたようになる等、着弾後に形状不良を発生さ
せる等の問題がある。
【００１２】
　組成物における溶媒は、基板に滴下後に揮発するものが適している。しかし、常に連続
して滴下していないと溶媒が揮発して、吐出口のところで固まってしまう。例えば、トル
エンなど揮発性の高い溶媒を用いる場合は、特に注意が必要となる。吐出が連続している
場合でも、吐出口の付近に固形物が次第に成長し、最悪の場合には吐出口を塞いでしまう
。それに至らないにしても、吐出口付近にできる固形物は、吐出する組成物の方向を変化
させ、着弾精度が著しく低下してしまう。さらに、吐出口の口径が小さくなることにより
吐出する組成物の量が減少し、基板上に形成される有機化合物層の厚さが減少するという
不良が発生する。このような不具合を防止するために、従来のインクジェット方式では、
固形物による目詰まりを防止するために、頻繁にインクヘッドをクリーニングする必要に
駆られていた。
【００１３】
　本発明はこのような問題点を鑑みてなされたものであり、インクジェット方式による量
子ドットや金属ハロゲンペロブスカイト類を含む発光層の形成を効率的に高速に処理する
ことが可能な技術を提供することを目的とする。また、インクジェット方式による量子ド
ットや金属ハロゲンペロブスカイト類を含む発光層の形成を効率的に高速に処理すること
が可能でありつつ高い効率で発光する発光装置を製造することが可能な技術を提供するこ
とを目的とする。
【００１４】
　本発明は上述の課題のうちいずれか一を解決すればよいものとする。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
この問題点を解決するために本発明の一態様では、インクジェット方式によって量子ドッ
トや金属ハロゲンペロブスカイト類を含む発光層を形成する際に、インクヘッドから量子
ドットや金属ハロゲンペロブスカイト類を含む発光層と溶媒とを含む組成物を吐出して、
量子ドットや金属ハロゲンペロブスカイト類を含む発光層を形成することを特徴としてい
る。当該量子ドットや金属ハロゲンペロブスカイト類を含む発光層は、マトリクス状に配
列した画素電極上に形成するものであり、複数の画素電極に渡って連続して量子ドットや
金属ハロゲンペロブスカイト類を含む発光層を形成するものである。そして、この製造方
法により量子ドットを発光物質とした発光素子（以下ＱＬＥＤ素子）を用いた発光装置を
製造するものである。
【００１６】
　本発明の一態様は、ＱＬＥＤ素子をマトリクス状に配列させて画素部を形成する発光装
置の製造方法に適用することができる。アクティブマトリクス駆動方式を採用するには、
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薄膜トランジスタを有する基板に画素電極を形成し、当該画素電極上層に、正孔注入層お
よびまたは正孔輸送層を形成し、この上層に、インクヘッドから量子ドットや金属ハロゲ
ンペロブスカイト類と溶媒とを含む組成物を吐出して連続した量子ドット発光層を形成す
る。
【００１７】
　基板上の被形成面に吐出された組成物は、溶媒が揮発し固化することにより量子ドット
や金属ハロゲンペロブスカイト類を含む発光層が形成される。しかし、表面張力により水
玉状に組成物が付着すると均一な厚さの有機化合物層が得られないので、平滑化手段によ
り平滑にすることが好ましい。平滑化手段としては、ノズルから気体を噴出して組成物を
平滑にする。或いは、ヘラなどを用い、連速的に形成された組成物の表面をならして平滑
化しても良い。
【００１８】
　噴出する気体として、窒素、アルゴンなどの不活性気体を用いると組成物の溶媒を揮発
させることができ、また、酸化を防止することができる。或いは、吐出口の外周部に同心
円状に開口部を設け、その開口部から気体を噴出することにより平滑化すると共に、吐出
口において組成物が乾燥して固体化し、目詰まりするのを防ぐことができる。
【００１９】
　本発明において、インクジェット方式によりパターン形成する際に用いられる発光性を
有する組成物は、量子ドット又は金属ハロゲンペロブスカイト類の前駆体を溶媒に溶解又
は分散させたものを用いる。
【００２０】
　従来のインクジェット方式では、インクヘッドの位置制御と、組成物の吐出との操作を
繰り返し行うことで所定のパターンを形成するものであったが、１ドット毎に吐出する組
成物を基板上で連続させ、線状又はストライプ状の有機化合物層を形成することにより、
位置合わせに要する時間が短縮され、有機化合物層の形成が容易となり、処理時間を短縮
することができる。
【００２１】
　特に、本発明は１枚の大面積基板から複数枚の表示用パネルを切り出す生産方式に適用
する場合に適している。また、大面積基板に複数の画素領域が設けられている場合には、
画素領域間の移動の間、混合物の吐出を瞬時に停止させることで、インクヘッドを大面積
基板に対してより高速に移動させることができる。
【００２２】
また、量子ドットや金属ハロゲンペロブスカイト類を含む発光層を形成した後に、第１の
電子輸送層と第２の電子輸送層を形成した後、陰極を形成することで、効率の良い発光装
置を製造することができる。
【００２３】
本発明の他の構成は、上記構成を有する発光素子において、第２の電子輸送層を形成した
後、電子注入バッファ層を形成する発光装置の製造方法である。当該電子注入バッファ層
は、アルカリ金属またはアルカリ土類金属を含む材料で形成することが好ましい。
【００２４】
また、第２の電子輸送材料は、アルカリ金属またはアルカリ土類金属と相互作用して、陰
極から発光物質を含む層への電子の注入を容易にする物質であることが好ましく、窒素を
含む６員環の複素芳香環を有する物質であることが好ましい。具体的には２，２’―ビピ
リジン骨格を含む物質であることが好ましく、
フェナントロリン誘導体であることがさらに好ましい
【００２５】
また、第１の電子輸送材料は、アルカリ金属またはアルカリ土類金属を発光層へ拡散する
ことを抑制する物質であることが好ましい。また、第１の電子輸送材料の電子移動度は、
第２の電子移動度よりも大きいことが好ましく、また、縮合芳香族炭化水素環を有する物
質が好ましい。具体的にはアントラセン誘導体であることが好ましい。
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【００２６】
本発明の他の構成は、上記構成を有する発光素子において発光素子である。
【００２７】
本発明の他の構成は、上記構成を有する発光素子において、第１の電子輸送材料の蛍光量
子収率が０．５以上である発光素子である。
【００２８】
なお、本明細書中における発光装置とは、発光素子を用いた画像表示デバイスを含む。ま
た、発光素子にコネクター、例えば異方導電性フィルム又はＴＣＰ（Ｔａｐｅ　Ｃａｒｒ
ｉｅｒ　Ｐａｃｋａｇｅ）が取り付けられたモジュール、ＴＣＰの先にプリント配線板が
設けられたモジュール、又は発光素子にＣＯＧ（Ｃｈｉｐ　Ｏｎ　Ｇｌａｓｓ）方式によ
りＩＣ（集積回路）が直接実装されたモジュールも、発光装置に含む場合がある。さらに
、照明器具等は、発光装置を有する場合がある。
【発明の効果】
【００２９】
　本発明の一態様では、新規発光素子を提供することができる。または、寿命の良好な発
光素子を提供することができる。または、発光効率の良好な発光素子を提供することがで
きる。
【００３０】
または、本発明の他の一態様では、信頼性の高い発光装置、電子機器及び表示装置を各々
提供することができる。または、本発明の他の一態様では、消費電力の小さい発光装置、
電子機器及び表示装置を各々提供することができる。
【００３１】
なお、これらの効果の記載は、他の効果の存在を妨げるものではない。なお、本発明の一
態様は、必ずしも、これらの効果の全てを有する必要はない。なお、これら以外の効果は
、明細書、図面、請求項などの記載から、自ずと明らかとなるものであり、明細書、図面
、請求項などの記載から、これら以外の効果を抽出することが可能である。
【図面の簡単な説明】
【００３２】
【図１】本発明のインクジェット方式で有機化合物層を連続的に形成する概念を説明する
ための図。
【図２】インクジェット方式の印刷装置の構成を説明する図。
【図３】インクヘッドの構成の一例を説明する断面図。
【図４】インクヘッドの構成の一例を説明する断面図。
【図５】インクヘッドの構成の一例を説明する断面図。
【図６】連続的な有機化合物層を形成する過程を説明する図。
【図７】連続的な有機化合物層を形成する過程を説明する図。
【図８】本発明のインクジェット方式で有機化合物層を連続的に形成する概念を説明する
ための図。
【図９】ヘッド部における吐出口の配置を示す図。
【図１０】インクジェット方式を用いた有機発光装置の作製工程を説明する断面図。
【図１１】発光素子の構成を説明する図。
【図１２】発光装置の上面図と断面図。
【図１３】発光装置の断面図。
【図１４】発光装置の断面図。
【図１５】発光装置の斜視図および断面図。
【図１６】電子機器の例を表す図。
【図１７】電子機器の例を表す図。
【図１８】電子機器の例を表す図。
【発明を実施するための形態】
【００３３】
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　以下、本発明の実施の態様について図面を用いて詳細に説明する。但し、本発明は以下
の説明に限定されず、本発明の趣旨及びその範囲から逸脱することなくその形態及び詳細
を様々に変更し得ることは当業者であれば容易に理解される。従って、本発明は以下に示
す実施の形態の記載内容に限定して解釈されるものではない。
【００３４】
（実施の形態１）
量子ドットは、その離散性が位相緩和を制限する。このため、発光が狭線化することから
、量子ドットは発光の色純度が高い物質として注目されており、ＢＴ．２０２０規格の色
度を実現する発光材料として期待されている。
【００３５】
量子ドットは、１×１０３個から１×１０６個程度の原子から構成されており、電子や正
孔、励起子がその内部に閉じ込められた結果、それらのエネルギー状態が離散的となり、
また、サイズに依存してエネルギーシフトする。すなわち、同じ物質から構成される量子
ドットであっても、サイズによって発光波長が異なるため、用いる量子ドットのサイズを
変更することによって得られる光の波長を容易に調整することができる。
【００３６】
量子ドットを発光物質として用いた電流励起型の発光素子（以下ＱＬＥＤ素子とも言う）
は、有機化合物を発光物質として用いた有機ＥＬ素子（以下ＯＬＥＤ素子とも言う）と同
様に、薄型軽量に作製可能である、面光源の作製が容易である、微細な画素の形成が可能
である、曲げることが可能であるといった特徴を備えている。その上で、ＱＬＥＤ素子は
、ＯＬＥＤ素子と比較して、色純度、寿命、効率及び発光波長の選択容易性といった点で
同等、又は有利となる可能性を有することから盛んに研究がなされている。
【００３７】
　量子ドットを構成する材料としては、第１４族元素、第１５族元素、第１６族元素、複
数の第１４族元素からなる化合物、第４族から第１４族に属する元素と第１６族元素との
化合物、第２族元素と第１６族元素との化合物、第１３族元素と第１５族元素との化合物
、第１３族元素と第１７族元素との化合物、第１４族元素と第１５族元素との化合物、第
１１族元素と第１７族元素との化合物、酸化鉄類、酸化チタン類、カルコゲナイドスピネ
ル類、各種半導体クラスターなどを挙げることができる。
【００３８】
　具体的には、セレン化カドミウム（ＣｄＳｅ）、硫化カドミウム（ＣｄＳ）、テルル化
カドミウム（ＣｄＴｅ）、セレン化亜鉛（ＺｎＳｅ）、酸化亜鉛（ＺｎＯ）、硫化亜鉛（
ＺｎＳ）、テルル化亜鉛（ＺｎＴｅ）、硫化水銀（ＨｇＳ）、セレン化水銀（ＨｇＳｅ）
、テルル化水銀（ＨｇＴｅ）、砒化インジウム（ＩｎＡｓ）、リン化インジウム（ＩｎＰ
）、砒化ガリウム（ＧａＡｓ）、リン化ガリウム（ＧａＰ）、窒化インジウム（ＩｎＮ）
、窒化ガリウム（ＧａＮ）、アンチモン化インジウム（ＩｎＳｂ）、アンチモン化ガリウ
ム（ＧａＳｂ）、リン化アルミニウム（ＡｌＰ）、砒化アルミニウム（ＡｌＡｓ）、アン
チモン化アルミニウム（ＡｌＳｂ）、セレン化鉛（ＩＩ）（ＰｂＳｅ）、テルル化鉛（Ｉ
Ｉ）（ＰｂＴｅ）、硫化鉛（ＩＩ）（ＰｂＳ）、セレン化インジウム（Ｉｎ２Ｓｅ３）、
テルル化インジウム（Ｉｎ２Ｔｅ３）、硫化インジウム（Ｉｎ２Ｓ３）、セレン化ガリウ
ム（Ｇａ２Ｓｅ３）、硫化砒素（ＩＩＩ）（Ａｓ２Ｓ３）、セレン化砒素（ＩＩＩ）（Ａ
ｓ２Ｓｅ３）、テルル化砒素（ＩＩＩ）（Ａｓ２Ｔｅ３）、硫化アンチモン（ＩＩＩ）（
Ｓｂ２Ｓ３）、セレン化アンチモン（ＩＩＩ）（Ｓｂ２Ｓｅ３）、テルル化アンチモン（
ＩＩＩ）（Ｓｂ２Ｔｅ３）、硫化ビスマス（ＩＩＩ）（Ｂｉ２Ｓ３）、セレン化ビスマス
（ＩＩＩ）（Ｂｉ２Ｓｅ３）、テルル化ビスマス（ＩＩＩ）（Ｂｉ２Ｔｅ３）、ケイ素（
Ｓｉ）、炭化ケイ素（ＳｉＣ）、ゲルマニウム（Ｇｅ）、錫（Ｓｎ）、セレン（Ｓｅ）、
テルル（Ｔｅ）、ホウ素（Ｂ）、炭素（Ｃ）、リン（Ｐ）、窒化ホウ素（ＢＮ）、リン化
ホウ素（ＢＰ）、砒化ホウ素（ＢＡｓ）、窒化アルミニウム（ＡｌＮ）、硫化アルミニウ
ム（Ａｌ２Ｓ３）、硫化バリウム（ＢａＳ）、セレン化バリウム（ＢａＳｅ）、テルル化
バリウム（ＢａＴｅ）、硫化カルシウム（ＣａＳ）、セレン化カルシウム（ＣａＳｅ）、
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テルル化カルシウム（ＣａＴｅ）、硫化ベリリウム（ＢｅＳ）、セレン化ベリリウム（Ｂ
ｅＳｅ）、テルル化ベリリウム（ＢｅＴｅ）、硫化マグネシウム（ＭｇＳ）、セレン化マ
グネシウム（ＭｇＳｅ）、硫化ゲルマニウム（ＧｅＳ）、セレン化ゲルマニウム（ＧｅＳ
ｅ）、テルル化ゲルマニウム（ＧｅＴｅ）、硫化錫（ＩＶ）（ＳｎＳ２）、硫化錫（ＩＩ
）（ＳｎＳ）、セレン化錫（ＩＩ）（ＳｎＳｅ）、テルル化錫（ＩＩ）（ＳｎＴｅ）、酸
化鉛（ＩＩ）（ＰｂＯ）、フッ化銅（Ｉ）（ＣｕＦ）、塩化銅（Ｉ）（ＣｕＣｌ）、臭化
銅（Ｉ）（ＣｕＢｒ）、ヨウ化銅（Ｉ）（ＣｕＩ）、酸化銅（Ｉ）（Ｃｕ２Ｏ）、セレン
化銅（Ｉ）（Ｃｕ２Ｓｅ）、酸化ニッケル（ＩＩ）（ＮｉＯ）、酸化コバルト（ＩＩ）（
ＣｏＯ）、硫化コバルト（ＩＩ）（ＣｏＳ）、四酸化三鉄（Ｆｅ３Ｏ４）、硫化鉄（ＩＩ
）（ＦｅＳ）、酸化マンガン（ＩＩ）（ＭｎＯ）、硫化モリブデン（ＩＶ）（ＭｏＳ２）
、酸化バナジウム（ＩＩ）（ＶＯ）、酸化バナジウム（ＩＶ）（ＶＯ２）、酸化タングス
テン（ＩＶ）（ＷＯ２）、酸化タンタル（Ｖ）（Ｔａ２Ｏ５）、酸化チタン（ＴｉＯ２、
Ｔｉ２Ｏ５、Ｔｉ２Ｏ３、Ｔｉ５Ｏ９など）、酸化ジルコニウム（ＺｒＯ２）、窒化ケイ
素（Ｓｉ３Ｎ４）、窒化ゲルマニウム（Ｇｅ３Ｎ４）、酸化アルミニウム（Ａｌ２Ｏ３）
、チタン酸バリウム（ＢａＴｉＯ３）、セレンと亜鉛とカドミウムの化合物（ＣｄＺｎＳ
ｅ）、インジウムと砒素とリンの化合物（ＩｎＡｓＰ）、カドミウムとセレンと硫黄の化
合物（ＣｄＳｅＳ）、カドミウムとセレンとテルルの化合物（ＣｄＳｅＴｅ）、インジウ
ムとガリウムと砒素の化合物（ＩｎＧａＡｓ）、インジウムとガリウムとセレンの化合物
（ＩｎＧａＳｅ）、インジウムとセレンと硫黄の化合物（ＩｎＳｅＳ）、銅とインジウム
と硫黄の化合物（例えばＣｕＩｎＳ２）およびこれらの組合せなどを挙げることができる
が、これらに限定されない。また、組成が任意の比率で表される、いわゆる合金型量子ド
ットを用いても良い。例えば、ＣｄＳｘＳｅ１－ｘ（ｘは０から１の任意の数）で表され
る合金型量子ドットは、ｘの比率を変化させることで発光波長を変えることができるため
、青色発光を得るには有効な手段の一つである。
【００３９】
　量子ドットの構造としては、コア型、コア－シェル型、コア－マルチシェル型などがあ
り、そのいずれを用いても良いが、コアを覆ってより広いバンドギャップを持つ別の無機
材料でシェルを形成することによって、ナノ結晶表面に存在する欠陥やダングリングボン
ドの影響を低減することができる。これにより、発光の量子効率が大きく改善するためコ
ア－シェル型やコア－マルチシェル型の量子ドットを用いることが好ましい。シェルの材
料の例としては、硫化亜鉛（ＺｎＳ）や酸化亜鉛（ＺｎＯ）が挙げられる。
【００４０】
　また、量子ドットは、表面原子の割合が高いことから、反応性が高く、凝集が起こりや
すい。そのため、量子ドットの表面には保護剤が付着している又は保護基が設けられてい
ることが好ましい。当該保護剤が付着している又は保護基が設けられていることによって
、凝集を防ぎ、溶媒への溶解性を高めることができる。また、反応性を低減させ、電気的
安定性を向上させることも可能である。保護剤（又は保護基）としては、例えば、ポリオ
キシエチレンラウリルエーテル、ポリオキシエチレンステアリルエーテル、ポリオキシエ
チレンオレイルエーテル等のポリオキシエチレンアルキルエーテル類、トリプロピルホス
フィン、トリブチルホスフィン、トリヘキシルホスフィン、トリオクチルホスフィン等の
トリアルキルホスフィン類、ポリオキシエチレンｎ－オクチルフェニルエーテル、ポリオ
キシエチレンｎ－ノニルフェニルエーテル等のポリオキシエチレンアルキルフェニルエー
テル類、トリ（ｎ－ヘキシル）アミン、トリ（ｎ－オクチル）アミン、トリ（ｎ－デシル
）アミン等の第３級アミン類、トリプロピルホスフィンオキシド、トリブチルホスフィン
オキシド、トリヘキシルホスフィンオキシド、トリオクチルホスフィンオキシド、トリデ
シルホスフィンオキシド等の有機リン化合物、ポリエチレングリコールジラウレート、ポ
リエチレングリコールジステアレート等のポリエチレングリコールジエステル類、また、
ピリジン、ルチジン、コリジン、キノリン類等の含窒素芳香族化合物等の有機窒素化合物
、ヘキシルアミン、オクチルアミン、デシルアミン、ドデシルアミン、テトラデシルアミ
ン、ヘキサデシルアミン、オクタデシルアミン等のアミノアルカン類、ジブチルスルフィ
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ド等のジアルキルスルフィド類、ジメチルスルホキシドやジブチルスルホキシド等のジア
ルキルスルホキシド類、チオフェン等の含硫黄芳香族化合物等の有機硫黄化合物、パルミ
チン酸、ステアリン酸、オレイン酸等の高級脂肪酸、アルコール類、ソルビタン脂肪酸エ
ステル類、脂肪酸変性ポリエステル類、３級アミン変性ポリウレタン類、ポリエチレンイ
ミン類等が挙げられる。
【００４１】
なお、量子ドットを含む発光層を形成する場合は、量子ドットを適当な液媒体に溶解又は
分散させて用いればよい。量子ドットとホスト材料とを含む発光層を形成する場合は、ホ
スト材料に量子ドットを分散させる、又はホスト材料と量子ドットとを適当な液媒体に溶
解又は分散させて用いればよい。
【００４２】
　なお、量子ドットは、棒状の量子ロッドであっても良い。量子ロッドはｃ軸方向に偏光
した指向性を有する光を呈するため、量子ロッドを発光材料として用いることにより、よ
り外部量子効率が良好な発光素子を得ることができる。 
【００４３】
金属ハロゲンペロブスカイト類は、有機材料と、無機材料が複合された材料、もしくは無
機材料のみからなる材料であり、励起子発光や、キャリアの高移動度など興味深い特性を
持っている。特に無機層（ペロブスカイト層ともいう）と有機層が交互に積層された超格
子構造を形成している金属ハロゲンペロブスカイト類は、それが量子井戸構造となってい
ることから励起子束縛エネルギーが非常に大きく、励起子が安定に存在することができる
。また、当該金属ハロゲンペロブスカイト類は、半値幅が狭く、ストークスシフトが小さ
い励起子発光を示すため、発光素子としての応用も期待されている。また、金属ハロゲン
ペロブスカイト類の量子ドットも、非常に半値幅の狭い色純度の良好な発光を示すことが
知られている。
【００４４】
また、金属ハロゲンペロブスカイト類は優れた自己組織性を有するため、原料を混ぜた溶
液を塗布するだけのウェットプロセスで薄膜試料や単結晶試料を簡単に作製することが可
能である。また、数十ｎｍから数百ｎｍ程度の金属ハロゲンペロブスカイト類の量子ドッ
トを用いることでも良好な発光層を形成することができる。
【００４５】
金属ハロゲンペロブスカイト類は一般式（Ｇ１）乃至（Ｇ３）のいずれかで表すことがで
きる。
【００４６】
　　（ＳＡ）ＭＸ３　　・・・・・・・・・・・・　　（Ｇ１）
　　（ＬＡ）２（ＳＡ）ｎ－１ＭｎＸ３ｎ＋１　　・・・　　（Ｇ２）
　　（ＰＡ）（ＳＡ）ｎ－１ＭｎＸ３ｎ＋１　　　・・・　　（Ｇ３）
【００４７】
上記一般式においてＭは２価の金属イオンを表し、Ｘはハロゲンイオンを表す。
【００４８】
２価の金属イオンとしては具体的には、鉛、スズなどの２価の陽イオンが用いられている
【００４９】
ハロゲンイオンとしては、具体的には、塩素、臭素、ヨウ素、フッ素などのアニオンが用
いられる。
【００５０】
また、ｎは１乃至１０の整数を表しているが、一般式（Ｇ２）または一般式（Ｇ３）にお
いて、ｎが１０よりも大きい場合、その性質は一般式（Ｇ１）で表される金属ハロゲンペ
ロブスカイト類に近いものとなる。
【００５１】
また、ＬＡはＲ１－ＮＨ３

＋で表されるアンモニウムイオンを表す。
【００５２】
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一般式Ｒ１－ＮＨ３
＋で表されるアンモニウムイオンにおいて、Ｒ１は炭素数２乃至２０

のアルキル基、アリール基及びヘテロアリール基のいずれか１又は炭素数２乃至２０のア
ルキル基、アリール基またはヘテロアリール基と、炭素数１乃至１２のアルキレン基、ビ
ニレン基、炭素数６乃至１３のアリーレン基及びヘテロアリーレン基の組み合わせからな
る基であり、後者の場合はアルキレン基、アリーレン基及びヘテロアリーレン基は複数連
なっていても良く、同じ種類の基が複数個用いられても良い。なお、上記アルキレン基、
ビニレン基、アリーレン基及びヘテロアリーレン基が複数連なっている場合、アルキレン
基、ビニレン基、アリーレン基及びヘテロアリーレン基の総数は３５以下であることが好
ましい。
【００５３】
また、ＳＡは一価の金属イオンまたはＲ６－ＮＨ３

＋で表され、Ｒ６が炭素数１乃至６の
アルキル基であるアンモニウムイオンを表す。
【００５４】
また、ＰＡは、ＮＨ３

＋－Ｒ２－ＮＨ３
＋若しくはＮＨ３

＋－Ｒ３－Ｒ４－Ｒ５－ＮＨ３
＋、またはアンモニウムカチオンを有する分岐ポリエチレンイミンの一部または全部を表
し、当該部分の価数は＋２である。なお、一般式中の電荷はほぼつりあっている。
【００５５】
ここで、金属ハロゲンペロブスカイト類の電荷は、上記式により材料中すべての部分にお
いて厳密に釣り合っているものではなく、材料全体の中性が概ね保たれていれば良い。材
料中には局所的に遊離のアンモニウムイオンや遊離のハロゲンイオン、不純物イオンなど
その他のイオンなどが存在する場合があるあり、それらが電荷を中和している場合がある
。また、粒子や膜の表面、結晶のグレイン境界などでも局所的に中性が保たれていない場
合があり、必ずしもすべての場所において、中性が保たれていなくとも良い。
【００５６】
なお、上記式（Ｇ２）における（ＬＡ）には例えば、下記一般式（Ａ－１）乃至（Ａ－１
１）、一般式（Ｂ－１）乃至（Ｂ－６）で表される物質などを用いることができる。
【００５７】
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【化１】

【００５８】

【化２】

【００５９】
また、上記一般式（Ｇ３）における（ＰＡ）は、代表的には下記一般式（Ｃ－１）、（Ｃ
－２）及び（Ｄ）のいずれかで表される物質およびアンモニウムカチオンを有する分岐ポ
リエチレンアミンなどの一部分、または全部を表しており、＋２価の電荷を有している。
これらポリマーは、複数の格子単位にわたって電荷を中和している場合があり、また、異
なる二つのポリマー分子が有する電荷一つづつによって一つの格子単位の電荷が中和され
ている場合もある。



(12) JP 2018-107084 A 2018.7.5

10

20

30

40

50

【００６０】
【化３】

【００６１】
【化４】

【００６２】
但し、上記一般式においてＲ１１は炭素数２乃至１８のアルキル基を表し、Ｒ１２、Ｒ１

３およびＲ１４は水素または炭素数１乃至１８のアルキル基を表し、Ｒ１５は下記構造式
および一般式（Ｒ１５－１）乃至（Ｒ１５－１４）を表す。また、Ｒ１６およびＲ１７は
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それぞれ独立に水素または炭素数１乃至６のアルキル基を表す。また、Ｘは上記（Ｄ－１
）乃至（Ｄ－６）のいずれかの組で表されるモノマーユニットＡおよびＢの組み合わせを
有し、Ａがｕ個、Ｂがｖ個含まれている構造を表している。なお、ＡおよびＢの並び順は
限定されない。また、ｍおよびｌはそれぞれ独立に０乃至１２の整数であり、ｔは１乃至
１８の整数である。また、ｕは０乃至１７の整数、ｖは１乃至１８の整数であり、ｕ＋ｖ
は１乃至１８の整数である。
【００６３】
【化５】

【００６４】
なお、これらは例示であり、（ＬＡ）、（ＰＡ）として用いることができる物質はこれら
に限られることはない。
【００６５】
一般式（１）で表される（ＳＡ）ＭＸ３の組成を有する３次元構造の金属ハロゲン化物ペ
ロブスカイトでは、中心に金属原子Ｍを置き６個の頂点にハロゲン原子を配置した正八面
体構造が各頂点のハロゲン原子を共有して３次元に配列することで骨格を形成している。
この各頂点にハロゲン原子を有する八面体の構造ユニットをペロブスカイトユニットと呼
ぶことにする。このペロブスカイトユニットが孤立して存在するゼロ次元構造体、頂点の
ハロゲン原子を介して１次元的に連結した線状構造体、２次元的に連結したシート状構造
体、３次元的に連結した構造体があり、更にペロブスカイトユニットが２次元的に連結し
たシート状構造体が複数層積層して形成される複雑な２次元構造体もある。更により複雑
な構造体もある。これらのペロブスカイトユニットを有するすべての構造体の総称として
、有機無機金属ハロゲン化物ペロブスカイト類、略称、ペロブスカイト類と定義して用い
る。
【００６６】
　すべてのペロブスカイトユニットのハロゲン原子が３次元的に連結されている３次元構
造体では、それぞれのペロブスカイトユニットは一価のマイナス電荷を持っており、連結
したペロブスカイトユニットの間隙にそれを中和する一価のＳＡカチオンが存在している
が、それ以外の構造体では八面体を構成するハロゲン原子の一部は八面体の頂点を共有し
ていないので、ペロブスカイトユニットのマイナス電荷は一価ではない。従ってペロブス
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カイトユニットのマイナス電荷を打ち消すカチオンの含有割合もペロブスカイトユニット
の連結様式に依存して変化する。又、三次元ペロブスカイトではカチオンは連結したペロ
ブスカイト骨格の間隙の大きさに制限されてそのサイズが限定されるが、それ以外の構造
体においては、逆にカチオンのサイズと形状がペロブスカイトユニットの結合様式を支配
するので、有機アミン類であるカチオン種のサイズと形状の分子設計により、多様なペロ
ブスカイト構造体が生み出されるという材料設計上の柔軟性が生まれる。
【００６７】
前述の金属ハロゲンペロブスカイト類の中の、二次元構造体（ペロブスカイト層、無機層
ともいう）を複数層重ねて、それを様々なサイズと形状の有機イオン（上記式では（ＬＡ
）、（ＰＡ）に相当）で隔離した構造の、特別な二次元ペロブスカイト類であり上記一般
式（２）または（３）で表されるものである。
【００６８】
金属ハロゲンペロブスカイト類を含む発光層は、上記一般式における、Ｍ、Ｘに相当する
メタルハライドと、（ＳＡ）、（ＬＡ）、（ＰＡ）に相当する有機アンモニウムを液媒体
に溶かしたものを塗布し、加熱することで、または、金属ハロゲンペロブスカイト類の量
子ドットを液媒体に分散させて塗布、加熱すること形成することができる。金属ハロゲン
ペロブスカイト類の量子ドットとホスト材料とを用いる場合は、金属ハロゲンペロブスカ
イト類の量子ドットを直接ホスト材料に分散、または金属ハロゲンペロブスカイト類の量
子ドットとホスト材料とを適当な溶媒に分散または溶解して用いる。
【００６９】
金属ハロゲンペロブスカイト類の量子ドットは、立方体状の物の他、ロッド状、プレート
状、球状など様々な形状を取り得る。そのサイズは１μｍ以下、好ましくは５００ｎｍ以
下であることが好ましい。 
【００７０】
量子ドットまたは金属ハロゲンペロブスカイトを含む発光層の膜厚は３乃至１０００ｎｍ
、好ましくは１０乃至１００ｎｍとし、発光層中の量子ドットまたは金属ハロゲンペロブ
スカイト類の含有率は１乃至１００体積％とする。ただし、量子ドットまたは金属ハロゲ
ンペロブスカイト類のみで発光層を形成することが好ましい。
【００７１】
　量子ドットや金属ハロゲンペロブスカイトの前駆体を溶解または分散する液媒体として
は、たとえば、ベンゼン、トルエン、キシレン、メシチレン、シクロヘキシルベンゼン、
テトラヒドロフラン、ジオキサン、エタノール、メタノール、ｎ－プロパノール、イソプ
ロパノール、ｎ－ブタノール、ｔ－ブタノール、アセトニトリル、ジメチルスルホキシド
、ジメチルホルムアミド、クロロホルム、メチレンクロライド、四塩化炭素、酢酸エチル
、ヘキサン、シクロヘキサン、メチルエチルケトン、シクロヘキサノン、ジクロロベンゼ
ン、デカリン、ドデカン等種々の有機溶剤を用いることが出来る。特に、ベンゼン、トル
エン、キシレン、メシチレン等の低極性なベンゼン誘導体を用いることで、好適な濃度の
溶液を作ることが出来、また、インク中に含まれる材料が酸化などにより劣化することを
防止できるため好ましい。また、作製後の膜の均一性や膜厚の均一性などを考慮すると沸
点が１００℃以上であることが好ましく、トルエン、キシレン、メシチレンが更に好まし
い。
【００７２】
上記量子ドットまたは金属ハロゲンペロブスカイトを含む発光層を有する発光素子は、図
１１に示すように、陽極１０１、陰極１０２に挟まれた発光物質を含む層１０３に発光層
１１３、第１の電子輸送層１１４－１、第２の電子輸送層１１４－２を有する構造である
ことが好ましい。発光層１１３には量子ドットまたは金属ハロゲンペロブスカイト類が含
まれており、第１の電子輸送層１１４－１には第１の電子輸送材料が含まれ、第２の電子
輸送層１１４－２には第２の電子輸材料が含まれ、第１の電子輸送材料と、第２の電子輸
送材料は異なる材料である。なお、電子輸送層は１層であっても構わないが、金属ハロゲ
ンペロブスカイト類を含む発光層を有する発光素子においては、その電子輸送層は第１の
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電子輸送層および第２の電子輸送層の２層を有することが好ましい。
【００７３】
発光物質を含む層１０３は、これらの層の他、正孔注入層１１１、正孔輸送層１１２、電
子注入バッファ層１１５や、その他の層を有していても良い。なお、第１の電子輸送層１
１４－１は発光層１１３に接して形成し、第２の電子輸送層１１４－２は第１の電子輸送
層に接して形成され、第２の電子輸送層１１４－２は第１の電子輸送層１１４－１と陰極
１０２の間に形成される。
【００７４】
第１の電子輸送層１１４－１に含まれる第１の電子輸送材料は、電子輸送性の良好な物質
であることが好ましい。これは、金属ハロゲンペロブスカイト類が良好なホール輸送性を
有するために、キャリアバランスを整えることを目的としている。金属ハロゲンペロブス
カイト類のホール輸送性が高いことでキャリアバランスが崩れると、発光領域の偏りやホ
ールの電子輸送層への突き抜けによって、発光効率の低下や寿命の低下が引き起こされる
恐れがあるからである。具体的には１０－６ｃｍ２／Ｖｓ以上の電子移動度を有する物質
であることが好ましい。
【００７５】
また、金属ハロゲンペロブスカイト類は、リチウムになど、アルカリ金属やアルカリ土類
金属に敏感に反応し、消光してしまう。アルカリ金属やアルカリ土類金属は、陰極１０２
からの電子の注入を助ける目的で電子注入バッファ層１１５の材料として用いられること
が多い。そのため、第１の電子輸送材料は、アルカリ金属やアルカリ土類金属、特にリチ
ウムの拡散を抑制する機能を有する化合物であることが好ましい。このような材料として
はアントラセン誘導体が特に好適である。アントラセン誘導体はアルカリ金属やアルカリ
土類金属の拡散を有効に抑え、且つ電子輸送性の良好な物質である。
【００７６】
第１の電子輸送材料としては、例えば、ビス（１０－ヒドロキシベンゾ［ｈ］キノリナト
）ベリリウム（ＩＩ）（略称：ＢｅＢｑ２）、ビス（２－メチル－８－キノリノラト）（
４－フェニルフェノラト）アルミニウム（ＩＩＩ）（略称：ＢＡｌｑ）、ビス（８－キノ
リノラト）亜鉛（ＩＩ）（略称：Ｚｎｑ）、ビス［２－（２－ベンゾオキサゾリル）フェ
ノラト］亜鉛（ＩＩ）（略称：ＺｎＰＢＯ）、ビス［２－（２－ベンゾチアゾリル）フェ
ノラト］亜鉛（ＩＩ）（略称：ＺｎＢＴＺ）などの金属錯体が挙げられる。また、ポリア
ゾール骨格を有する複素環化合物を用いることもでき、例えば２－（４－ビフェニリル）
－５－（４－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－１，３，４－オキサジアゾール（略称：ＰＢ
Ｄ）、１，３－ビス［５－（ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－１，３，４－オキサジア
ゾール－２－イル］ベンゼン（略称：ＯＸＤ－７）、９－［４－（５－フェニル－１，３
，４－オキサジアゾール－２－イル）フェニル］－９Ｈ－カルバゾール（略称：ＣＯ１１
）のようなオキサジアゾール誘導体や、３－（４－ビフェニリル）－４－フェニル－５－
（４－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル）－１，２，４－トリアゾール（略称：ＴＡＺ）のよう
なトリアゾール誘導体や、２，２’，２’’－（１，３，５－ベンゼントリイル）トリス
（１－フェニル－１Ｈ－ベンゾイミダゾール）（略称：ＴＰＢＩ）、２－［３－（ジベン
ゾチオフェン－４－イル）フェニル］－１－フェニル－１Ｈ－ベンゾイミダゾール（略称
：ｍＤＢＴＢＩｍ－ＩＩ）などのベンゾイミダゾール誘導体が挙げられる。また、２－［
３－（ジベンゾチオフェン－４－イル）フェニル］ジベンゾ［ｆ，ｈ］キノキサリン（略
称：２ｍＤＢＴＰＤＢｑ－ＩＩ）、２－［３’－（ジベンゾチオフェン－４－イル）ビフ
ェニル－３－イル］ジベンゾ［ｆ，ｈ］キノキサリン（略称：２ｍＤＢＴＢＰＤＢｑ－Ｉ
Ｉ）、２－［３’－（９Ｈ－カルバゾール－９－イル）ビフェニル－３－イル］ジベンゾ
［ｆ，ｈ］キノキサリン（略称：２ｍＣｚＢＰＤＢｑ）、４，６－ビス［３－（フェナン
トレン－９－イル）フェニル］ピリミジン（略称：４，６ｍＰｎＰ２Ｐｍ）、４，６－ビ
ス〔３－（４－ジベンゾチエニル）フェニル〕ピリミジン（略称：４，６ｍＤＢＴＰ２Ｐ
ｍ－ＩＩ）などのジアジン骨格を有する複素環化合物や、２，４，６－トリス（ビフェニ
ルー３－イル）－１，３，５－トリアジン（略称：Ｔ２Ｔ）、２，４，６－トリス（３’
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―（ピリジンー３－イル）ビフェニルー３－イル）－１，３，５－トリアジン（略称：Ｔ
ｍＰＰＰｙＴｚ）、９－（４，６－ジフェニルー１，３，５－トリアジンー２－イル）－
９’―フェニルー９Ｈ，９’Ｈ―３，３’―ビカルバゾール（略称：ＣｚＴ）、２－｛３
－［３－（ジベンゾチオフェン－４－イル）フェニル］フェニル｝－４，６－ジフェニル
－１，３，５－トリアジン（略称：ｍＤＢｔＢＰＴｚｎ）などのトリアジン骨格を有する
複素環化合物や、３，５－ビス［３－（９Ｈ－カルバゾール－９－イル）フェニル］ピリ
ジン（略称：３５ＤＣｚＰＰｙ）、１，３，５－トリ［３－（３－ピリジル）－フェニル
］ベンゼン（略称：ＴｍＰｙＰＢ）などのピリジン骨格を有する複素環化合物が挙げられ
る。上述した中でも、ジアジン骨格を有する複素環化合物やトリアジン骨格を有する複素
環化合物やピリジン骨格を有する複素環化合物は、信頼性が良好であり好ましい。特に、
ジアジン（ピリミジンやピラジン）骨格を有する複素環化合物やトリアジン骨格を有する
複素環化合物は、電子輸送性が高く、駆動電圧低減にも寄与する。
【００７７】
また、ｎ型の化合物半導体を用いても良く、例えば、酸化チタン（ＴｉＯ２）、酸化亜鉛
（ＺｎＯ）、酸化ケイ素（ＳｉＯ２）、酸化錫（ＳｎＯ２）、酸化タングステン（ＷＯ３

）、酸化タンタル（Ｔａ２Ｏ３）、チタン酸バリウム（ＢａＴｉＯ３）、ジルコン酸バリ
ウム（ＢａＺｒＯ３）、酸化ジルコニウム（ＺｒＯ２）、酸化ハフニウム（ＨｆＯ２）、
酸化アルミニウム（Ａｌ２Ｏ３）、酸化イットリウム（Ｙ２Ｏ３）、ケイ酸ジルコニウム
（ＺｒＳｉＯ４）のような酸化物、窒化ケイ素（Ｓｉ３Ｎ４）のような窒化物、硫化カド
ミウム（ＣｄＳ）、セレン化亜鉛（ＺｎＳｅ）及び硫化亜鉛（ＺｎＳ）等も用いることが
できる。
【００７８】
また、ポリ（２，５－ピリジン－ジイル）（略称：ＰＰｙ）、ポリ［（９，９－ジヘキシ
ルフルオレン－２，７－ジイル）－ｃｏ－（ピリジン－３，５－ジイル）］（略称：ＰＦ
－Ｐｙ）、ポリ［（９，９－ジオクチルフルオレン－２，７－ジイル）－ｃｏ－（２，２
’－ビピリジン－６，６’－ジイル）］（略称：ＰＦ－ＢＰｙ）、ポリ（９，９－ジオク
チルフルオレン－２，７－ジイル）（略称：Ｆ８）、ポリ［（９，９－ジオクチルフルオ
レン－２，７－ジイル）－ａｌｔ－（ベンゾ［２，１，３］チアゾール－４，８－ジイル
）］（略称：Ｆ８ＢＴ）等の高分子化合物を用いることもできる。
【００７９】
また、９－［４－（１０－フェニル－９－アントリル）フェニル］－９Ｈ－カルバゾール
（略称：ＣｚＰＡ）、７－［４－（１０－フェニル－９－アントリル）フェニル］－７Ｈ
－ジベンゾ［ｃ，ｇ］カルバゾール（略称：ｃｇＤＢＣｚＰＡ）、９－フェニル－３－［
４－（１０－フェニル－９－アントリル）フェニル］－９Ｈ－カルバゾール（略称：ＰＣ
ｚＰＡ）、４－［３－（９，１０－ジフェニル－２－アントリル）フェニル］ジベンゾフ
ラン（略称：２ｍＤＢＦＰＰＡ－ＩＩ）、ｔ－ＢｕＤＮＡ、９－（２－ナフチル）－１０
－［４－（１－ナフチル）フェニル］アントラセン（略称：ＢＨ－１）のような縮合芳香
族炭化水素環を有する物質、とりわけアントラセン骨格を有する物質は、電子輸送性も高
く、アルカリ金属およびアルカリ土類金属の拡散を抑制することから好ましい選択である
。なお、第１の電子輸送材料の電子移動度は第２の電子輸送材料の電子移動度よりも大き
いことが好ましい。
【００８０】
また、第１の電子輸送材料はその蛍光量子収率が０．５以上であることが好ましい。これ
は、ホール輸送性の高い金属ハロゲンペロブスカイト類を含む発光層１１３から第１の電
子輸送層１１４－１にホールが漏れ出て、第１の電子輸送材料の励起状態が形成された場
合、フェルスター機構によるエネルギー移動を利用することで、金属ハロゲンペロブスカ
イト類に励起エネルギーを還元し、発光層１１３の発光効率の向上を図れるからである。
このような観点では、第１の電子輸送材料としては、エネルギーギャップが比較的大きく
蛍光量子収率の高いアントラセン骨格を有する物質が有用である。
【００８１】
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第２の電子輸送材料としては、陰極１０２からの電子の注入を容易とする材料を用いるこ
とが好ましい。特に、電子注入バッファ層１１５として設けられたアルカリ金属またはア
ルカリ土類金属と相互作用することで電子の注入が容易となる物質を第２の電子輸送材料
として用いることは、より発光物質を含む層１０３への電子の注入を容易とすることがで
きるため、好ましい構成である。
【００８２】
第２の電子輸送材料としては、バソキュプロイン（略称：ＢＣＰ）、２，９－ビス（ナフ
タレン－２－イル）－４，７－ジフェニル－１，１０－フェナントロリン（略称：ＮＢＰ
ｈｅｎ）、４，４’ージ（１，１０－フェナントロリンー２－イル）ビフェニル（略称：
Ｐｈｅｎ２ＢＰ）、２，２’ー（３，３’ーフェニレン）ビス（９－フェニルー１，１０
－フェナントロリン）（略称：ｍＰＰｈｅｎ２Ｐ）、２’－［２，２’－ビピリジン－５
，６－ジイルビス（ビフェニル－４，４’－ジイル）］ビスベンゾオキサゾール（略称：
ＢＯｘＰ２ＢＰｙ）、２，２’－［２－（ビピリジン－２－イル）ピリジン－５，６－ジ
イルビス（ビフェニル－４，４’－ジイル）］ビスベンゾオキサゾール（略称：ＢＯｘＰ
２ＰｙＰｍ）、１，３，５－トリ［（３－ピリジル）－フェンー３－イル］ベンゼン（略
称：ＴｍＰｙＰＢ）、１，３－ビス［３，５－ジ（ピリジン－３－イル）フェニル］ベン
ゼン（略称：ＢｍＰｙＰｈＢ）、３，３’，５，５’ーテトラ［（ｍ－ピリジル）－フェ
ン－３－イル］ビフェニル（略称：ＢＰ４ｍＰｙ）、２－（ナフタレン－２－イル）－４
，７－ジフェニル－１，１０－フェナントロリン（略称：ＨＮＢＰｈｅｎ）、３，３’－
５，５’－テトラ［（メタ―ピリジル）フェニー３－イル］ビフェニル、２，９－４，７
－ジフェニル－１，１０－フェナントロリン（略称：２，９ＤＰＰｈｅｎ）、３，４，７
，８－テトラメチル－１，１０－フェナントロリン（略称：ＴＭｅＰｈｅｎ）のような、
窒素を含む６員環の複素芳香環を有する物質が好ましい。特に２、２’－ビピリジン骨格
を含む物質は陰極からの電子注入を容易とし、その中でもフェナントロリン誘導体は電子
輸送性も高くさらに好ましい。
【００８３】
電子輸送層を１層で形成した場合は、第１の電子輸送層に用いられる材料および第２の電
子輸送層に用いられる材料のどちらを使用しても良い。
【００８４】
電子注入バッファ層１１５としては、フッ化リチウム（ＬｉＦ）、フッ化セシウム（Ｃｓ
Ｆ）、フッ化カルシウム（ＣａＦ２）等のようなアルカリ金属又はアルカリ土類金属又は
それらの化合物用いることが好ましい。また、電子輸送性を有する物質からなる層中にア
ルカリ金属又はアルカリ土類金属又はそれらの化合物を含有させたものや、エレクトライ
ドを用いてもよい。該エレクトライドとしては、例えば、カルシウムとアルミニウムの混
合酸化物に電子を高濃度添加した物質等が挙げられる。
【００８５】
第１の電子輸送層１１４－１、第２の電子輸送層１１４－２および電子注入バッファ層１
１５は真空蒸着法で形成することが可能であるが、他の方法により形成されても良い。
【００８６】
以上、発光層１１３より陰極１０２側における発光物質を含む層１０３の積層構造および
その構成について説明した。続いて、発光層１１３より陽極１０１側における発光物質を
含む層１０３の積層構造およびその構成について説明する。
【００８７】
量子ドットまたは金属ハロゲンペロブスカイト類を含む発光素子においては、ＯＬＥＤ素
子と同様の正孔注入層１１１および正孔輸送層１１２を用いることができる。しかし、金
属ハロゲンペロブスカイト類は湿式法により成膜をすることが可能であるため、この場合
、正孔注入層１１１や正孔輸送層１１２も湿式法で形成することが好ましい。
【００８８】
湿式法で正孔輸送層１１２を形成する場合は、ポリ（Ｎ－ビニルカルバゾール）（略称：
ＰＶＫ）やポリ（４－ビニルトリフェニルアミン）（略称：ＰＶＴＰＡ）、ポリ［Ｎ－（
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４－｛Ｎ’－［４－（４－ジフェニルアミノ）フェニル］フェニル－Ｎ’－フェニルアミ
ノ｝フェニル）メタクリルアミド］（略称：ＰＴＰＤＭＡ）、ポリ［Ｎ，Ｎ’－ビス（４
－ブチルフェニル）－Ｎ，Ｎ’－ビス（フェニル）ベンジジン］（略称：Ｐｏｌｙ－ＴＰ
Ｄ）等の高分子化合物を用いることができる。
【００８９】
また、湿式法で正孔注入層１１１を形成する場合は、ポリ（エチレンジオキシチオフェン
）／ポリ（スチレンスルホン酸）水溶液（ＰＥＤＯＴ／ＰＳＳ）、ポリアニリン／ショウ
ノウスルホン酸水溶液（ＰＡＮＩ／ＣＳＡ）、ＰＴＰＤＥＳ、Ｅｔ－ＰＴＰＤＥＫ、また
はＰＰＢＡ、ポリアニリン／ポリ（スチレンスルホン酸）（ＰＡＮＩ／ＰＳＳ）等の酸を
添加した導電性高分子化合物などを用いることができる。
【００９０】
正孔輸送層１１２や正孔注入層１１１は湿式法でなくても形成することが可能である。
【００９１】
この場合、正孔注入層１１１はアクセプタ性の比較的高い第１の物質で形成すればよい。
また、アクセプタ性を有する第１の物質と、正孔輸送性を有する第２の物質とが混合され
た複合材料により形成されていることが好ましい。第１の物質は第２の物質に対してアク
セプタ性を有する物質を用いる。第１の物質が第２の物質から電子を引き抜くことで第１
の物質に電子が発生し、電子を引き抜かれた第２の物質には正孔が発生する。引き抜かれ
た電子と発生した正孔は、電界により電子が陽極１０１へ流れ、正孔が正孔輸送層１１２
を介し発光層１１３へ注入される。
【００９２】
特に、量子ドットを発光層に用いた場合は、第１の物質と、第２の物質とが混合された複
合材料を正孔注入層１１１として用いることが好ましい。
【００９３】
第１の物質は、遷移金属酸化物又は元素周期表における第４族乃至第８族に属する金属の
酸化物、電子吸引基（ハロゲン基やシアノ基）を有する有機化合物等が好ましい。
【００９４】
上記の遷移金属酸化物、元素周期表における第４族乃至第８族に属する金属の酸化物とし
ては、バナジウム酸化物、ニオブ酸化物、タンタル酸化物、クロム酸化物、モリブデン酸
化物、タングステン酸化物、マンガン酸化物、レニウム酸化物、チタン酸化物、ルテニウ
ム酸化物、ジルコニウム酸化物、ハフニウム酸化物及び銀酸化物がアクセプタ性が高いた
め好ましい。中でも特に、モリブデン酸化物は大気中でも安定であり、吸湿性が低く、扱
いやすいため好適である。
【００９５】
上記電子吸引基（ハロゲン基やシアノ基）を有する化合物としては７，７，８，８－テト
ラシアノ－２，３，５，６－テトラフルオロキノジメタン（略称：Ｆ４－ＴＣＮＱ）、ク
ロラニル、２，３，６，７，１０，１１－ヘキサシアノ－１，４，５，８，９，１２－ヘ
キサアザトリフェニレン（略量：ＨＡＴ－ＣＮ）、１，３，４，５，７，８－ヘキサフル
オロテトラシアノ－ナフトキノジメタン（略称：Ｆ６－ＴＣＮＮＱ）等を挙げることがで
きる。特に、ＨＡＴ－ＣＮのように複素原子を複数有する縮合芳香環に電子吸引基が結合
している化合物が、熱的に安定であり好ましい。
【００９６】
第２の物質は、正孔輸送性を有する物質であり、１０－６ｃｍ２／Ｖｓ以上の正孔移動度
を有することが好ましい。第１の物質として用いることのできる材料としては、Ｎ，Ｎ’
－ジ（ｐ－トリル）－Ｎ，Ｎ’－ジフェニル－ｐ－フェニレンジアミン（略称：ＤＴＤＰ
ＰＡ）、４，４’－ビス［Ｎ－（４－ジフェニルアミノフェニル）－Ｎ－フェニルアミノ
］ビフェニル（略称：ＤＰＡＢ）、Ｎ，Ｎ’－ビス｛４－［ビス（３－メチルフェニル）
アミノ］フェニル｝－Ｎ，Ｎ’－ジフェニル－（１，１’－ビフェニル）－４，４’－ジ
アミン（略称：ＤＮＴＰＤ）、１，３，５－トリス［Ｎ－（４－ジフェニルアミノフェニ
ル）－Ｎ－フェニルアミノ］ベンゼン（略称：ＤＰＡ３Ｂ）等の芳香族アミン、３－［Ｎ
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－（９－フェニルカルバゾール－３－イル）－Ｎ－フェニルアミノ］－９－フェニルカル
バゾール（略称：ＰＣｚＰＣＡ１）、３，６－ビス［Ｎ－（９－フェニルカルバゾール－
３－イル）－Ｎ－フェニルアミノ］－９－フェニルカルバゾール（略称：ＰＣｚＰＣＡ２
）、３－［Ｎ－（１－ナフチル）－Ｎ－（９－フェニルカルバゾール－３－イル）アミノ
］－９－フェニルカルバゾール（略称：ＰＣｚＰＣＮ１）、４，４’－ジ（Ｎ－カルバゾ
リル）ビフェニル（略称：ＣＢＰ）、１，３，５－トリス［４－（Ｎ－カルバゾリル）フ
ェニル］ベンゼン（略称：ＴＣＰＢ）、９－［４－（１０－フェニル－９－アントリル）
フェニル］－９Ｈ－カルバゾール（略称：ＣｚＰＡ）、１，４－ビス［４－（Ｎ－カルバ
ゾリル）フェニル］－２，３，５，６－テトラフェニルベンゼン等のカルバゾール誘導体
、２－ｔｅｒｔ－ブチル－９，１０－ジ（２－ナフチル）アントラセン（略称：ｔ－Ｂｕ
ＤＮＡ）、２－ｔｅｒｔ－ブチル－９，１０－ジ（１－ナフチル）アントラセン、９，１
０－ビス（３，５－ジフェニルフェニル）アントラセン（略称：ＤＰＰＡ）、２－ｔｅｒ
ｔ－ブチル－９，１０－ビス（４－フェニルフェニル）アントラセン（略称：ｔ－ＢｕＤ
ＢＡ）、９，１０－ジ（２－ナフチル）アントラセン（略称：ＤＮＡ）、９，１０－ジフ
ェニルアントラセン（略称：ＤＰＡｎｔｈ）、２－ｔｅｒｔ－ブチルアントラセン（略称
：ｔ－ＢｕＡｎｔｈ）、９，１０－ビス（４－メチル－１－ナフチル）アントラセン（略
称：ＤＭＮＡ）、２－ｔｅｒｔ－ブチル－９，１０－ビス［２－（１－ナフチル）フェニ
ル］アントラセン、９，１０－ビス［２－（１－ナフチル）フェニル］アントラセン、２
，３，６，７－テトラメチル－９，１０－ジ（１－ナフチル）アントラセン、２，３，６
，７－テトラメチル－９，１０－ジ（２－ナフチル）アントラセン、９，９’－ビアント
リル、１０，１０’－ジフェニル－９，９’－ビアントリル、１０，１０’－ビス（２－
フェニルフェニル）－９，９’－ビアントリル、１０，１０’－ビス［（２，３，４，５
，６－ペンタフェニル）フェニル］－９，９’－ビアントリル、アントラセン、テトラセ
ン、ペンタセン、コロネン、ルブレン、ペリレン、２，５，８，１１－テトラ（ｔｅｒｔ
－ブチル）ペリレン等の芳香族炭化水素が挙げられる。芳香族炭化水素はビニル骨格を有
していてもよい。ビニル基を有している芳香族炭化水素としては、例えば、４，４’－ビ
ス（２，２－ジフェニルビニル）ビフェニル（略称：ＤＰＶＢｉ）、９，１０－ビス［４
－（２，２－ジフェニルビニル）フェニル］アントラセン（略称：ＤＰＶＰＡ）等が挙げ
られる。また、４，４’－ビス［Ｎ－（１－ナフチル）－Ｎ－フェニルアミノ］ビフェニ
ル（略称：ＮＰＢ）、Ｎ，Ｎ’－ビス（３－メチルフェニル）－Ｎ，Ｎ’－ジフェニル－
［１，１’－ビフェニル］－４，４’－ジアミン（略称：ＴＰＤ）、４，４’－ビス［Ｎ
－（スピロ－９，９’－ビフルオレン－２－イル）－Ｎ―フェニルアミノ］ビフェニル（
略称：ＢＳＰＢ）、４－フェニル－４’－（９－フェニルフルオレン－９－イル）トリフ
ェニルアミン（略称：ＢＰＡＦＬＰ）、４－フェニル－３’－（９－フェニルフルオレン
－９－イル）トリフェニルアミン（略称：ｍＢＰＡＦＬＰ）、４－フェニル－４’－（９
－フェニル－９Ｈ－カルバゾール－３－イル）トリフェニルアミン（略称：ＰＣＢＡ１Ｂ
Ｐ）、４，４’－ジフェニル－４’’－（９－フェニル－９－Ｈ－カルバゾール－３－イ
ル）トリフェニルアミン（略称：ＰＣＢＢｉ１ＢＰ）、４－（１－ナフチル）－４’－（
９－フェニル－９Ｈ－カルバゾール－３－イル）－トリフェニルアミン（略称：ＰＣＢＡ
ＮＢ）、４、４’－ジ（１－ナフチル）－４’’－（９－フェニル－９Ｈ－カルバゾール
－３－イル）トリフェニルアミン（略称：ＰＣＢＮＢＢ）、９，９－ジメチル－Ｎ－フェ
ニル－Ｎ－［４－（９－フェニル－９Ｈ－カルバゾール－３－イル）フェニル］－フルオ
レン－２－アミン（略称：ＰＣＢＡＦ）、Ｎ－フェニル－Ｎ－［４－（９－フェニル－９
Ｈ－カルバゾール－３－イル）フェニル］－スピロ－９，９’－ビフルオレン－２－アミ
ン（略称：ＰＣＢＡＳＦ）などの芳香族アミン骨格を有する化合物、１，３－ビス（Ｎ－
カルバゾリル）ベンゼン（略称：ｍＣＰ）、４，４’－ジ（Ｎ－カルバゾリル）ビフェニ
ル（略称：ＣＢＰ）、３，６－ビス（３，５－ジフェニルフェニル）－９－フェニルカル
バゾール（略称：ＣｚＴＰ）、３，３’－ビス（９－フェニル－９Ｈ－カルバゾール）（
略称：ＰＣＣＰ）などのカルバゾール骨格を有する化合物、４，４’，４’’－（ベンゼ
ン－１，３，５－トリイル）トリ（ジベンゾチオフェン）（略称：ＤＢＴ３Ｐ－ＩＩ）、
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２，８－ジフェニル－４－［４－（９－フェニル－９Ｈ－フルオレン－９－イル）フェニ
ル］ジベンゾチオフェン（略称：ＤＢＴＦＬＰ－ＩＩＩ）、４－［４－（９－フェニル－
９Ｈ－フルオレン－９－イル）フェニル］－６－フェニルジベンゾチオフェン（略称：Ｄ
ＢＴＦＬＰ－ＩＶ）などのチオフェン骨格を有する化合物、４，４’，４’’－（ベンゼ
ン－１，３，５－トリイル）トリ（ジベンゾフラン）（略称：ＤＢＦ３Ｐ－ＩＩ）、４－
｛３－［３－（９－フェニル－９Ｈ－フルオレン－９－イル）フェニル］フェニル｝ジベ
ンゾフラン（略称：ｍｍＤＢＦＦＬＢｉ－ＩＩ）などのフラン骨格を有する化合物を用い
ることがでいる。上述した中でも、芳香族アミン骨格を有する化合物やカルバゾール骨格
を有する化合物は、信頼性が良好であり、また、正孔輸送性が高く、駆動電圧低減にも寄
与するため好ましい。
【００９７】
正孔輸送層１１２を蒸着で形成する場合は、上記第２の物質として挙げた材料を用いて形
成することができる。
【００９８】
　陽極１０１は、仕事関数の大きい（具体的には４．０ｅＶ以上）金属、合金、導電性化
合物、およびこれらの混合物などを用いて形成することが好ましい。具体的には、例えば
、酸化インジウム－酸化スズ（ＩＴＯ：Ｉｎｄｉｕｍ　Ｔｉｎ　Ｏｘｉｄｅ）、ケイ素若
しくは酸化ケイ素を含有した酸化インジウム－酸化スズ、酸化インジウム－酸化亜鉛、酸
化タングステン及び酸化亜鉛を含有した酸化インジウム（ＩＷＺＯ）等が挙げられる。こ
れらの導電性金属酸化物膜は、通常スパッタリング法により成膜されるが、ゾル－ゲル法
などを応用して作製しても構わない。作製方法の例としては、酸化インジウム－酸化亜鉛
は、酸化インジウムに対し１ｗｔ％以上２０ｗｔ％以下の酸化亜鉛を加えたターゲットを
用いてスパッタリング法により形成する方法などがある。また、酸化タングステン及び酸
化亜鉛を含有した酸化インジウム（ＩＷＺＯ）は、酸化インジウムに対し酸化タングステ
ンを０．５ｗｔ％以上５ｗｔ％以下、酸化亜鉛を０．１ｗｔ％以上１ｗｔ％以下含有した
ターゲットを用いてスパッタリング法により形成することもできる。この他、金（Ａｕ）
、白金（Ｐｔ）、ニッケル（Ｎｉ）、タングステン（Ｗ）、クロム（Ｃｒ）、モリブデン
（Ｍｏ）、鉄（Ｆｅ）、コバルト（Ｃｏ）、銅（Ｃｕ）、パラジウム（Ｐｄ）、アルミニ
ウム（Ａｌ）、または金属材料の窒化物（例えば、窒化チタン）等が挙げられる。また、
グラフェンも用いることができる。なお、正孔注入層１１１に第１の物質と第２の物質と
を含む複合材料を用いた場合には、仕事関数に関わらず、上述以外の電極材料も選択する
こともできる。
【００９９】
　陰極１０２を形成する物質としては、リチウム（Ｌｉ）やセシウム（Ｃｓ）等のアルカ
リ金属、およびマグネシウム（Ｍｇ）、カルシウム（Ｃａ）、ストロンチウム（Ｓｒ）等
の元素周期表の第１族または第２族に属する元素、およびこれらを含む合金（ＭｇＡｇ、
ＡｌＬｉ）、ユウロピウム（Ｅｕ）、イッテルビウム（Ｙｂ）等の希土類金属およびこれ
らを含む合金、ＩＴＯ、ケイ素若しくは酸化ケイ素を含有した酸化インジウム－酸化スズ
、酸化インジウム－酸化亜鉛、酸化タングステン及び酸化亜鉛を含有した酸化インジウム
（ＩＷＺＯ）等が挙げられる。また、アルミニウム（Ａｌ）、銀（Ａｇ）、インジウム錫
酸化物（ＩＴＯ）、ケイ素若しくは酸化ケイ素を含有した酸化インジウム－酸化スズ等、
様々な導電性材料を陰極１０２として用いることができる。これら導電性材料は、真空蒸
着法やスパッタリング法などの乾式法、インクジェット法、スピンコート法等を用いて成
膜することが可能である。また、ゾル－ゲル法を用いて湿式法で形成しても良いし、金属
材料のペーストを用いて湿式法で形成してもよい。
【０１００】
また、電子注入バッファ層１１５の代わりに電荷発生層１１６を設けても良い（図１１（
Ｂ））。電荷発生層１１６は、電位をかけることによって当該層の陰極側に接する層に正
孔を、陽極側に接する層に電子を注入することができる層のことである。電荷発生層１１
６には、少なくともＰ型層１１７が含まれる。Ｐ型層１１７は、上述の正孔注入層１１１
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を構成することができる材料、特に複合材料を用いて形成することが好ましい。またＰ型
層１１７は、複合材料を構成する材料として上述したアクセプター材料を含む膜と正孔輸
送材料を含む膜とを積層して構成しても良い。Ｐ型層１１７に電位をかけることによって
、第２の電子輸送層１１４－２に電子が、陰極１０２に正孔が注入され、発光素子が動作
する。
【０１０１】
　なお、電荷発生層１１６はＰ型層１１７の他に電子リレー層１１８及び電子注入バッフ
ァ層１１９のいずれか一又は両方がもうけられていることが好ましい。
【０１０２】
電子リレー層１１８は少なくとも電子輸送性を有する物質を含み、電子注入バッファ層１
１９とＰ型層１１７との相互作用を防いで電子をスムーズに受け渡す機能を有する。電子
リレー層１１８に含まれる電子輸送性を有する物質のＬＵＭＯ準位は、Ｐ型層１１７にお
けるアクセプター性物質のＬＵＭＯ準位と、第２の電子輸送層１１４－２における電荷発
生層１１６に接する層に含まれる物質のＬＵＭＯ準位との間であることが好ましい。電子
リレー層１１８に用いられる電子輸送性を有する物質におけるＬＵＭＯ準位の具体的なエ
ネルギー準位は－５．０ｅＶ以上、好ましくは－５．０ｅＶ以上－３．０ｅＶ以下とする
とよい。なお、電子リレー層１１８に用いられる電子輸送性を有する物質としてはフタロ
シアニン系の材料又は金属－酸素結合と芳香族配位子を有する金属錯体を用いることが好
ましい。
【０１０３】
　電子注入バッファ層１１９には、アルカリ金属、アルカリ土類金属、希土類金属、およ
びこれらの化合物（アルカリ金属化合物（酸化リチウム等の酸化物、ハロゲン化物、炭酸
リチウムや炭酸セシウム等の炭酸塩を含む）、アルカリ土類金属化合物（酸化物、ハロゲ
ン化物、炭酸塩を含む）、または希土類金属の化合物（酸化物、ハロゲン化物、炭酸塩を
含む））等の電子注入性の高い物質を用いることが可能である。
【０１０４】
　また、電子注入バッファ層１１９が、電子輸送性を有する物質とドナー性物質を含んで
形成される場合には、ドナー性物質として、アルカリ金属、アルカリ土類金属、希土類金
属、およびこれらの化合物（アルカリ金属化合物（酸化リチウム等の酸化物、ハロゲン化
物、炭酸リチウムや炭酸セシウム等の炭酸塩を含む）、アルカリ土類金属化合物（酸化物
、ハロゲン化物、炭酸塩を含む）、または希土類金属の化合物（酸化物、ハロゲン化物、
炭酸塩を含む））の他、テトラチアナフタセン（略称：ＴＴＮ）、ニッケロセン、デカメ
チルニッケロセン等の有機化合物を用いることもできる。なお、電子輸送性を有する物質
としては、先に説明した第１の電子輸送層１１４－１や第２の電子輸送層１１４－２を構
成する材料と同様の材料を用いて形成することができる。
【０１０５】
　また上述した各電極または各層を異なる成膜方法を用いて形成しても構わない。
【０１０６】
　本発明の実施の形態の発光装置の作製方法について、図１から図１１を参照して説明す
る。図１は基板１１０１上にデータ線駆動回路１１０４が形成され、画素部１１０２にイ
ンクジェット方式で量子ドットまたは金属ハロゲンペロブスカイト類を含む発光層を形成
する段階を示している。画素部１１０２にはストライプ状に隔壁１１０５が設けられ、各
隔壁の間に量子ドットまたは金属ハロゲンペロブスカイト類を含む発光層を形成する。隔
壁１１０５はインクジェット方式で量子ドットまたは金属ハロゲンペロブスカイト類を含
む発光層を形成する際に、隣接する当該層が相互に混ざり合わないようにするために設け
ている。
【０１０７】
　量子ドットまたは金属ハロゲンペロブスカイト類を含む発光層１１０６は、インクヘッ
ド１１０７から発量子ドットまたは金属ハロゲンペロブスカイト類を含む組成物を吐出し
て形成する。組成物はインクヘッドから連続的に吐出させて、線状のパターンを形成する



(22) JP 2018-107084 A 2018.7.5

10

20

30

40

50

。量子ドットまたは金属ハロゲンペロブスカイト類は特に限定されるものではないが、カ
ラー表示を行うには赤、緑、青の各色を発光する量子ドットまたは金属ハロゲンペロブス
カイト類を含む発光層１１０６Ｒ、１１０６Ｇ、１１０６Ｂを設ける。
【０１０８】
量子ドットまたは金属ハロゲンペロブスカイト類を含む発光層を形成する前に、その他の
層を形成しても良い。湿式法で形成する場合は、量子ドットまたは金属ハロゲンペロブス
カイト類を含む発光層と同じようにインクヘッドから吐出する方法で形成することが好ま
しい。また、蒸着法により形成しても良い。
【０１０９】
　図２はインクジェット方式を用いた印刷装置の構成を示している。インクヘッド２０１
から吐出される組成物は、基板上で連続した組成物のパターンが形成されるように、吐出
する周期と基板の移動速度を調節する。インクヘッド２０１に隣接して、組成物の平滑化
手段として気体を噴出するノズル２０２が備えられていても良い。このノズルから噴出す
る気体により、基板上２１５上に吐出された組成物を平滑化することができる。また、吐
出した組成物の着弾位置の精度を高めるために、インクヘッド２０１と基板２１５との間
隔を１ｍｍ以下に近づける。これはインクヘッド２０１が上下に動く移動機構２０４とそ
の制御手段２０３を設け、パターン形成時のみ基板２１５に近づけるようにする構成とす
る。
【０１１０】
　その他の構成は、基板を固定しＸＹθ方向に可動し基板を真空チャック等の手法で固定
する基板ステージ２０５、インクヘッド２０１に組成物を供給する手段２０６、ノズル２
０２に気体を供給する手段２０７などから成っている。筐体２１０はインクヘッド２０１
、基板ステージ２０５等を覆い、ガス供給手段２０８と筐体２１０内に設けられたシャワ
ーヘッド２０９により、組成物の溶媒と同じ気体を供給して雰囲気を置換しておくと乾燥
をある程度防止することができ、長時間印刷を続けることができる。その他付随する要素
として、処理する基板を保持するカセット２１２、そのカセット２１２から搬出入させる
搬送手段２１１、清浄な空気を送り出し作業領域の埃を低減するクリーンユニット２１３
などを備えても良い。
【０１１１】
　量子ドットまたは金属ハロゲンペロブスカイト類を含む発光層を形成するための組成物
を吐出するインクヘッドは、パターンの精度を決める上で重要な役割を担う。図３はその
構成に一例を示し、筐体３０１に圧電素子３０２が装着された弾性板３０３により一方の
面が封止された圧力発生室３０４と、供給された組成物を一旦蓄えるリザーバー３０５な
どから成っている。圧力発生室３０４の一端には開口が形成され、そこから組成物を吐出
する吐出口３０６を設けている。圧力発生室３０４を構成する弾性板３０３は、圧電素子
３０２のたわみ変位により圧力発生室３０４の容積を変動させ混合物を吐出させる。平滑
化手段として用いる開口３０８が形成されたノズル３０７は、気体を基板面に向かって噴
出するものであり、インクヘッドの吐出口３０６の近傍に設けられている。
【０１１２】
　図４はインクヘッド他の一例を示している。このインクヘッドの構成は、筐体３１１に
圧電素子３１２、弾性板４０３、が設けられ、同様に組成物を連続的に吐出することがで
きる。圧力発生室３１４に設けられる吐出口３１６には、その外周部に同心円状に開口３
１８が設けられ、この開口３１８から気体を噴出することにより、平滑化することができ
る。また、気体として組成物の溶媒と同質のものを用いれば、吐出口３１６において組成
物が乾燥して固体化するのを防ぐことができる。
【０１１３】
　図５は組成物を圧縮気体を用いて押し出し、被形成面上に連続的に供給するインクヘッ
ドの構成を示している。筐体３２１には組成物が流れる経路が形成され、途中にダイアフ
ラムバルブ３２３が設けられ、吐出口３３３にはニードルバルブ３２２が設けられている
。どちらも、組成物の供給を制御するためのものであるが、ニードルバルブ３２２は組成
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物の供給量と、供給の断続を瞬間的に行うために設けている。組成物は圧縮気体供給手段
３２６を利用してリザーバー３２５から供給する。供給量は超音波を利用した検出器（超
音波ヘッド３２４、検出回路３２７から成る）により検知し、その情報はＡ／Ｄコンバー
タ３２８を介して演算処理装置３３２に入力される。演算処理装置３３２はインターフェ
ースを介して外部情報処理装置と信号の送受信をしたり、Ａ／Ｄ又はＤ／Ａコンバータ３
２９～３３１を介して各種バルブの制御を行う。このような構成によっても線状のパター
ンを形成することができる。
【０１１４】
　インクヘッドに設けられる吐出口は一つでも良いが、より効率的に印刷を行うには複数
の吐出口を設けても良い。例えば、一組の圧力発生室と吐出口を一対に対応させて設けて
も良いし、複数の吐出口に対し一組の圧力発生室を対応させても良い。
【０１１５】
　図６は、基板上に被形成面６００にインクヘッド６０１が組成物を吐出して線状の量子
ドットまたは金属ハロゲンペロブスカイト類を含む発光層を形成する方法を段階的に示し
ている。図６（Ａ）は初期状態であり、被形成面３４０にパターンを形成するに当たって
は、図６（Ｂ）に示すようにこのインクヘッド３４１及びノズル３４２が被形成面に近接
し、組成物３４４の吐出を開始する。
【０１１６】
　そして、図６（Ｃ）に示すように、インクヘッド３４１と被形成面６００が相対的に動
くことにより線状のパターン３４５が形成される。平滑化手段３４２から噴出する気体に
より、パターンは平滑化させることができる。所定の位置に達したインクヘッド３４１は
組成物の吐出を止め（図６（Ｄ））、その後被形成面３４０から離れる（図６（Ｅ））。
こうして、被形成面３４０上に所定の厚さの連続した有機化合物層のパターンを形成する
ことができる。
【０１１７】
　また、図７は、基板上に被形成面７００にインクヘッド７０１が組成物を吐出して線状
の有機化合物層を形成する他の方法を段階的に示している。図７（Ａ）は初期状態であり
、被形成面７００にパターンを形成するに当たっては、図７（Ｂ）に示すようにこのイン
クヘッド７０１が被形成面に近接し、組成物７０２の吐出が開始する。
【０１１８】
　そして、図７（Ｃ）に示すように、インクヘッド７０１と被形成面７００が相対的に動
くことにより線状のパターン７０３が形成される。形成する組成物のパターンは、組成物
の吐出量の他に、インクヘッド７０１と被形成面７００との間隔をもって制御する。所定
の位置に達したインクヘッド７０１は組成物の吐出を止め、その後被形成面７００から離
れる（図７（Ｄ））。こうして、被形成面７００上に連続した量子ドットまたは金属ハロ
ゲンペロブスカイト類を含む発光層のパターンを形成することができる。
【０１１９】
　図８は画素部に形成された画素列１１に対して一括で組成物を塗布する例を示している
。画素部は画素列１１を隔てるように隔壁２１が設けられ、ヘッド部２０には複数の吐出
口が取り付けられている。吐出口は赤色発光層用組成物１４ａ、緑色発光層用素子生物１
４ｂ、青色発光層用組成物１４ｃそれぞれが繰り返し設けられている。
このような構成とすることで一回の走査で多数の画素列に有量子ドットまたは金属ハロゲ
ンペロブスカイト類を含む発光層を形成することが可能となり、飛躍的にスループットが
向上する。
【０１２０】
　実際には画素のサイズが数μｍと小さい場合もあるため、画素列の幅も数μｍ程度とな
る場合がある。そのような場合、横一列に吐出口を並べることは困難となるため、吐出口
の配置を工夫する必要がある。図９に示すのは、インクヘッドに対する吐出口の取り付け
位置を変えた例である。図９（Ａ）はインクヘッド５１に斜めに位置をずらしながら吐出
口５２ａ～５２ｃを形成した例である。なお、５２ａは赤色発光層用組成物を塗布するた
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めの吐出口、５２ｂは緑色発光層用組成物を塗布するための吐出口、５２ｃは青色発光層
用組成物を塗布するための吐出口である。また、矢印の１本１本は画素列に対応する。こ
のような吐出口の配置とすることで、画素列のピッチが狭くなっても、隣接する吐出口が
干渉し合うことなく量子ドットまたは金属ハロゲンペロブスカイト類を含む発光層を形成
することができる。
【０１２１】
　そして、５３で示されるように吐出口５２ａ～５２ｃを一つの単位とし、一つ乃至複数
個の単位がヘッド部に設けられている。この単位５３は、一つであれば３本の画素列に対
して同時に組成物を塗布することになるし、ｎ個あれば３ｎ本の画素列に対して同時に組
成物を塗布することになる。このような構成とすることで、吐出口の配置スペースの自由
度が高められ、無理なく高精細な画素部に本発明を実施することが可能となる。また、図
９（Ａ）のインクヘッド５１を用いて、画素部にある全ての画素列を一括で処理すること
もできるし、画素部を複数のゾーンに分割して数回に分けて処理することも可能である。
【０１２２】
　次に、図９（Ｂ）に示すインクヘッド５４は、図９（Ａ）の変形であり、一つの単位５
５に含まれるノズルの数を増やした場合の例である。単位５５の中には赤色発光層用組成
物を塗布するための吐出口５６ａ、緑色発光層用組成物を塗布するための吐出口５６ｂ、
青色発光層用組成物を塗布するための吐出口５６ｃが２個ずつ含まれ、一つの単位５５に
よって合計６本の画素列に同時に組成物が塗布されることになる。
【０１２３】
　本実施の形態では上記単位５５が一つ乃至複数個だけ設けられ、単位５５が、一つであ
れば６本の画素列に対して同時に組成物を塗布することになるし、ｎ個あれば６ｎ本の画
素列に対して同時に組成物を塗布することになる。勿論、単位５５の中に設けるノズル数
は６個に限定する必要はなく、さらに複数設けることも可能である。このような構成の場
合も図９（Ａ）の場合と同様に、画素部にある全ての画素列を一括で処理することもでき
るし、画素部を複数のゾーンに分割して数回に分けて処理することが可能である。
【０１２４】
　また、図９（Ｃ）のようなインクヘッド５７を用いることもできる。インクヘッド５７
は三つの画素列分のスペースを空けて、赤色発光層用塗布液を塗布するための吐出口５８
ａ、緑色発光層用塗布液を塗布するための吐出口５８ｂ、青色発光層用塗布液を塗布する
ための吐出口５８ｃが設けられている。このインクヘッド５７をまず１回走査して画素列
に組成物を塗布したら、次にインクヘッド５７を三つの画素列分だけ右にずらして再び走
査する。さらに、またインクヘッド５７を三つの画素列分だけ右にずらして再び走査する
。以上のように３回の走査を行うことで赤、緑、青の順に並んだストライプ状に組成物を
塗布することができる。このような構成の場合も図９（Ａ）の場合と同様に、画素部にあ
る全ての画素列を一括で処理することもできるし、画素部を複数のゾーンに分割して数回
に分けて処理することが可能である。
【０１２５】
　このように本発明を用いることにより、組成物を連続的に吐出し、量子ドットまたは金
属ハロゲンペロブスカイト類を含む発光層を連続して形成することにより、量子ドットま
たは金属ハロゲンペロブスカイト類を含む発光層を印刷する際の位置制御の時間が短縮さ
れ、印刷速度を向上させることができる。
【０１２６】
以上のように、量子ドットまたは金属ハロゲンペロブスカイト類を含む発光層を形成した
後、電子輸送層１１４を形成する。電子輸送層１１４は量子ドットまたは金属ハロゲンペ
ロブスカイト類を含む発光層と同様に湿式法によって形成してもよいが、蒸着により形成
しても良い。
【０１２７】
量子ドットまたは金属ハロゲンペロブスカイト類を含む発光層を形成した後、上述のよう
に、第１の電子輸送層１１４－１を形成し、第２の電子輸送層１１４－２を形成すること



(25) JP 2018-107084 A 2018.7.5

10

20

30

40

50

によって非常に発光効率の良好な発光素子を製造することができる。
【０１２８】
　図１０（Ａ）に示すように、薄膜トランジスタ１３０１乃至１３０３が形成された基板
１２００上に陽極１２０１～１２０４を形成する。
【０１２９】
　次いで、図１０（Ｂ）に示すようにこの陽極のパターン間に樹脂材料から成る隔壁１２
０５を形成する。この隔壁は陽極の端部を覆うように形成する。この隔壁は、インクヘッ
ドから吐出し着弾した組成物が流れ出して隣接する画素と混合しないようにするために設
けるものである。
【０１３０】
　次に、この陽極１２０１～１２０４を有するガラス基板１２００に対し、正孔注入層を
形成する。湿式法にて正孔注入層を形成する場合には、スピン塗布法を用いても良いし、
発光層と同様にインクジェット印刷装置を用いて隔壁の間のみに形成しても良い。（図１
０（Ｃ））。
【０１３１】
　その後、インクジェット印刷装置１２０７により、組成物を塗布して量子ドットまたは
金属ハロゲンペロブスカイト類を含む発光層１２０８を形成する。インクジェット吐出後
、加熱を行う事で溶媒を揮発させ、量子ドットまたは金属ハロゲンペロブスカイト類を含
む発光層１２０８を形成する。この発光層１２０８は、前述したように、吐出される組成
物を重ね合わせ、線状又はストライプ状の層として形成する（図１０（Ｄ））。
【０１３２】
　次に、量子ドットまたは金属ハロゲンペロブスカイト類を含む発光層１２０８が形成さ
れた基板を、真空蒸着装置内に搬入し、蒸着法により電子輸送層および電子注入バッファ
層１２０９を形成する（図１０（Ｅ））。電子輸送層は異なる電子輸送材料を用いて第１
の電子輸送層および第２の電子輸送層からなっていることが好ましい。電子輸送層が上述
のような２層構造であることによって、発光効率の良好な発光素子を作製することができ
るようになる。
【０１３３】
続いて、陰極１２１０を成膜する。これにより発光装置が完成する（図１０（Ｆ））。
【０１３４】
（実施の形態２）
　本実施の形態では、実施の形態１に記載の発光素子を用いた発光装置について説明する
。
【０１３５】
　本発明の一態様の発光装置について図１２を用いて説明する。なお、図１２（Ａ）は、
発光装置を示す上面図、図１２（Ｂ）は図１２（Ａ）をＡ－ＢおよびＣ－Ｄで切断した断
面図である。この発光装置は、発光素子の発光を制御するものとして、点線で示された駆
動回路部（ソース線駆動回路）６０１、画素部６０２、駆動回路部（ゲート線駆動回路）
６０３を含んでいる。また、６０４は封止基板、６０５はシール材であり、シール材６０
５で囲まれた内側は、空間６０７になっている。
【０１３６】
　なお、引き回し配線６０８はソース線駆動回路６０１及びゲート線駆動回路６０３に入
力される信号を伝送するための配線であり、外部入力端子となるＦＰＣ（フレキシブルプ
リントサーキット）６０９からビデオ信号、クロック信号、スタート信号、リセット信号
等を受け取る。なお、ここではＦＰＣしか図示されていないが、このＦＰＣにはプリント
配線基板（ＰＷＢ）が取り付けられていても良い。本明細書における発光装置には、発光
装置本体だけでなく、それにＦＰＣもしくはＰＷＢが取り付けられた状態をも含むものと
する。
【０１３７】
　次に、断面構造について図１２（Ｂ）を用いて説明する。素子基板６１０上には駆動回
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路部及び画素部が形成されているが、ここでは、駆動回路部であるソース線駆動回路６０
１と、画素部６０２中の一つの画素が示されている。
【０１３８】
　なお、ソース線駆動回路６０１はｎチャネル型ＦＥＴ６２３とｐチャネル型ＦＥＴ６２
４とを組み合わせたＣＭＯＳ回路が形成される。また、駆動回路は、種々のＣＭＯＳ回路
、ＰＭＯＳ回路もしくはＮＭＯＳ回路で形成しても良い。また、本実施の形態では、基板
上に駆動回路を形成したドライバ一体型を示すが、必ずしもその必要はなく、駆動回路を
基板上ではなく外部に形成することもできる。
【０１３９】
　また、画素部６０２はスイッチング用ＦＥＴ６１１と、電流制御用ＦＥＴ６１２とその
ドレインに電気的に接続された第１の電極６１３とを含む複数の画素により形成されてい
るが、これに限定されず、３つ以上のＦＥＴと、容量素子とを組み合わせた画素部として
もよい。
【０１４０】
　ＦＥＴに用いる半導体の種類及び結晶性については特に限定されず、非晶質半導体を用
いてもよいし、結晶性半導体を用いてもよい。ＦＥＴに用いる半導体の例としては、第１
３族半導体、第１４族半導体、半導体、化合物半導体、酸化物半導体、有機半導体材料を
用いることができるが、特に、酸化物半導体を用いると好ましい。該酸化物半導体として
は、例えば、Ｉｎ－Ｇａ酸化物、Ｉｎ－Ｍ－Ｚｎ酸化物（Ｍは、Ａｌ、Ｇａ、Ｙ、Ｚｒ、
Ｌａ、Ｃｅ、またはＮｄ）等が挙げられる。なお、エネルギーギャップが２ｅＶ以上、好
ましくは２．５ｅＶ以上、さらに好ましくは３ｅＶ以上の酸化物半導体材料を用いること
で、トランジスタのオフ電流を低減することができるため、好ましい構成である。
【０１４１】
　なお、第１の電極６１３の端部を覆って絶縁物６１４が形成されている。ここでは、ポ
ジ型の感光性アクリル樹脂膜を用いることにより形成することができる。
【０１４２】
　また、被覆性を良好なものとするため、絶縁物６１４の上端部または下端部に曲率を有
する曲面が形成されるようにする。例えば、絶縁物６１４の材料としてポジ型の感光性ア
クリルを用いた場合、絶縁物６１４の上端部のみに曲率半径（０．２μｍ乃至３μｍ）を
有する曲面を持たせることが好ましい。また、絶縁物６１４として、ネガ型の感光性樹脂
、或いはポジ型の感光性樹脂のいずれも使用することができる。
【０１４３】
　第１の電極６１３上には、ＥＬ層６１６及び第２の電極６１７がそれぞれ形成されてい
る。これらはそれぞれ図１１（Ａ）で説明した陽極１０１、発光物質を含む層１０３及び
陰極１０２又は図１１（Ｂ）で説明した第１の電極５０１、ＥＬ層５０３及び第２の電極
５０２に相当する。
【０１４４】
　ＥＬ層６１６には有機金属錯体が含まれることが好ましい。当該有機金属錯体は、発光
層における発光中心物質として用いられることが好ましい。
【０１４５】
　さらにシール材６０５で封止基板６０４を素子基板６１０と貼り合わせることにより、
素子基板６１０、封止基板６０４、およびシール材６０５で囲まれた空間６０７に発光素
子６１８が備えられた構造になっている。なお、空間６０７には、充填材が充填されてお
り、不活性気体（窒素やアルゴン等）が充填される場合の他、シール材６０５で充填され
る場合もある。封止基板には凹部を形成し、そこに乾燥材を設けると水分の影響による劣
化を抑制することができ、好ましい構成である。
【０１４６】
　シール材６０５にはエポキシ系樹脂やガラスフリットを用いるのが好ましい。また、こ
れらの材料はできるだけ水分や酸素を透過しない材料であることが望ましい。また、素子
基板６１０及び封止基板６０４に用いる材料としてガラス基板や石英基板の他、ＦＲＰ（
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Ｆｉｂｅｒ　Ｒｅｉｎｆｏｒｃｅｄ　Ｐｌａｓｔｉｃｓ）、ＰＶＦ（ポリビニルフロライ
ド）、ポリエステルまたはアクリル等からなるプラスチック基板を用いることができる。
【０１４７】
　例えば、本明細書等において、様々な基板を用いて、トランジスタや発光素子を形成す
ることが出来る。基板の種類は、特定のものに限定されることはない。その基板の一例と
しては、半導体基板（例えば単結晶基板又はシリコン基板）、ＳＯＩ基板、ガラス基板、
石英基板、プラスチック基板、金属基板、ステンレス・スチル基板、ステンレス・スチル
・ホイルを有する基板、タングステン基板、タングステン・ホイルを有する基板、可撓性
基板、貼り合わせフィルム、繊維状の材料を含む紙、又は基材フィルムなどがある。ガラ
ス基板の一例としては、バリウムホウケイ酸ガラス、アルミノホウケイ酸ガラス、又はソ
ーダライムガラスなどがある。可撓性基板、貼り合わせフィルム、基材フィルムなどの一
例としては、以下のものがあげられる。例えば、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）
、ポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）、ポリエーテルサルフォン（ＰＥＳ）に代表され
るプラスチックがある。または、一例としては、アクリル等の合成樹脂などがある。また
は、一例としては、ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）、ポリプロピレン、ポリエ
ステル、ポリフッ化ビニル、又はポリ塩化ビニルなどがある。または、一例としては、ポ
リアミド、ポリイミド、アラミド、エポキシ、無機蒸着フィルム、又は紙類などがある。
特に、半導体基板、単結晶基板、又はＳＯＩ基板などを用いてトランジスタを製造するこ
とによって、特性、サイズ、又は形状などのばらつきが少なく、電流能力が高く、サイズ
の小さいトランジスタを製造することができる。このようなトランジスタによって回路を
構成すると、回路の低消費電力化、又は回路の高集積化を図ることができる。
【０１４８】
　また、基板として、可撓性基板を用い、可撓性基板上に直接、トランジスタや発光素子
を形成してもよい。または、基板とトランジスタの間や、基板と発光素子の間に剥離層を
設けてもよい。剥離層は、その上に半導体装置を一部あるいは全部完成させた後、基板よ
り分離し、他の基板に転載するために用いることができる。その際、トランジスタは耐熱
性の劣る基板や可撓性の基板にも転載できる。なお、上述の剥離層には、例えば、タング
ステン膜と酸化シリコン膜との無機膜の積層構造の構成や、基板上にポリイミド等の有機
樹脂膜が形成された構成等を用いることができる。
【０１４９】
つまり、ある基板を用いてトランジスタや発光素子を形成し、その後、別の基板にトラン
ジスタや発光素子を転置し、別の基板上にトランジスタや発光素子を配置してもよい。ト
ランジスタや発光素子が転置される基板の一例としては、上述したトランジスタを形成す
ることが可能な基板に加え、紙基板、セロファン基板、アラミドフィルム基板、ポリイミ
ドフィルム基板、石材基板、木材基板、布基板（天然繊維（絹、綿、麻）、合成繊維（ナ
イロン、ポリウレタン、ポリエステル）若しくは再生繊維（アセテート、キュプラ、レー
ヨン、再生ポリエステル）などを含む）、皮革基板、又はゴム基板などがある。これらの
基板を用いることにより、特性のよいトランジスタの形成、消費電力の小さいトランジス
タの形成、壊れにくい装置の製造、耐熱性の付与、軽量化、又は薄型化を図ることができ
る。
【０１５０】
　図１３には着色層（カラーフィルタ）等を設けることによってより色純度を向上させた
発光装置の例を示す。図１３（Ａ）には基板１００１、下地絶縁膜１００２、ゲート絶縁
膜１００３、ゲート電極１００６、１００７、１００８、第１の層間絶縁膜１０２０、第
２の層間絶縁膜１０２１、周辺部１０４２、画素部１０４０、駆動回路部１０４１、発光
素子の第１の電極１０２４Ｗ、１０２４Ｒ、１０２４Ｇ、１０２４Ｂ、隔壁１０２５、Ｅ
Ｌ層１０２８、発光素子の陰極１０２９、封止基板１０３１、シール材１０３２などが図
示されている。
【０１５１】
　また、図１３（Ａ）では着色層（赤色の着色層１０３４Ｒ、緑色の着色層１０３４Ｇ、
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青色の着色層１０３４Ｂ）は透明な基材１０３３に設けている。また、黒色層（ブラック
マトリックス）１０３５をさらに設けても良い。着色層及び黒色層が設けられた透明な基
材１０３３は、位置合わせし、基板１００１に固定する。なお、着色層、及び黒色層は、
オーバーコート層で覆われている。
【０１５２】
　図１３（Ｂ）では着色層（赤色の着色層１０３４Ｒ、緑色の着色層１０３４Ｇ、青色の
着色層１０３４Ｂ）をゲート絶縁膜１００３と第１の層間絶縁膜１０２０との間に形成す
る例を示した。このように、着色層は基板１００１と封止基板１０３１の間に設けられて
いても良い。
【０１５３】
　また、以上に説明した発光装置では、ＦＥＴが形成されている基板１００１側に光を取
り出す構造（ボトムエミッション型）の発光装置としたが、封止基板１０３１側に発光を
取り出す構造（トップエミッション型）の発光装置としても良い。トップエミッション型
の発光装置の断面図を図１４に示す。この場合、基板１００１は光を通さない基板を用い
ることができる。ＦＥＴと発光素子の陽極とを接続する接続電極を作製するまでは、ボト
ムエミッション型の発光装置と同様に形成する。その後、第３の層間絶縁膜１０３７を電
極１０２２を覆って形成する。この絶縁膜は平坦化の役割を担っていても良い。第３の層
間絶縁膜１０３７は第２の層間絶縁膜と同様の材料の他、他の様々な材料を用いて形成す
ることができる。
【０１５４】
　発光素子の第１の電極１０２４Ｗ、１０２４Ｒ、１０２４Ｇ、１０２４Ｂはここでは陽
極とするが、陰極であっても構わない。また、図１４のようなトップエミッション型の発
光装置である場合、第１の電極を反射電極とすることが好ましい。ＥＬ層１０２８の構成
は、図１１（Ａ）の発光物質を含む層１０３または図１１（Ｂ）のＥＬ層５０３として説
明したような素子構造とする。
【０１５５】
　図１４のようなトップエミッションの構造では着色層（赤色の着色層１０３４Ｒ、緑色
の着色層１０３４Ｇ、青色の着色層１０３４Ｂ）を設けた封止基板１０３１で封止を行う
ことができる。封止基板１０３１には画素と画素との間に位置するように黒色層（ブラッ
クマトリックス）１０３５を設けても良い。着色層（赤色の着色層１０３４Ｒ、緑色の着
色層１０３４Ｇ、青色の着色層１０３４Ｂ）や黒色層はオーバーコート層によって覆われ
ていても良い。なお封止基板１０３１は透光性を有する基板を用いることとする。
【０１５６】
　図１５には本発明の一態様であるパッシブマトリクス型の発光装置を示す。なお、図１
５（Ａ）は、発光装置を示す斜視図、図１５（Ｂ）は図１５（Ａ）をＸ－Ｙで切断した断
面図である。図１５において、基板９５１上には、電極９５２と電極９５６との間にはＥ
Ｌ層９５５が設けられている。電極９５２の端部は絶縁層９５３で覆われている。そして
、絶縁層９５３上には隔壁層９５４が設けられている。隔壁層９５４の側壁は、基板面に
近くなるに伴って、一方の側壁と他方の側壁との間隔が狭くなっていくような傾斜を有す
る。つまり、隔壁層９５４の短辺方向の断面は、台形状であり、底辺（絶縁層９５３の面
方向と同様の方向を向き、絶縁層９５３と接する辺）の方が上辺（絶縁層９５３の面方向
と同様の方向を向き、絶縁層９５３と接しない辺）よりも短い。このように、隔壁層９５
４を設けることで、静電気等に起因した発光素子の不良を防ぐことが出来る。
【０１５７】
　以上、説明した発光装置は、マトリクス状に配置された多数の微小な発光素子を、画素
部に形成されたＦＥＴでそれぞれ制御することが可能であるため、画像の表現を行う表示
装置として好適に利用できる発光装置である。
【０１５８】
≪電子機器≫
　本発明の一態様である電子機器の例について説明する。電子機器として、例えば、テレ
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ビジョン装置（テレビ、またはテレビジョン受信機ともいう）、コンピュータ用などのモ
ニタ、デジタルカメラ、デジタルビデオカメラ、デジタルフォトフレーム、携帯電話機（
携帯電話、携帯電話装置ともいう）、携帯型ゲーム機、携帯情報端末、音響再生装置、パ
チンコ機などの大型ゲーム機などが挙げられる。これらの電子機器の具体例を以下に示す
。
【０１５９】
図１６（Ａ）は、テレビジョン装置の一例を示している。テレビジョン装置は、筐体７１
０１に表示部７１０３が組み込まれている。また、ここでは、スタンド７１０５により筐
体７１０１を支持した構成を示している。表示部７１０３により、映像を表示することが
可能であり、表示部７１０３は、発光素子をマトリクス状に配列して構成されている。
【０１６０】
テレビジョン装置の操作は、筐体７１０１が備える操作スイッチや、別体のリモコン操作
機７１１０により行うことができる。リモコン操作機７１１０が備える操作キー７１０９
により、チャンネルや音量の操作を行うことができ、表示部７１０３に表示される映像を
操作することができる。また、リモコン操作機７１１０に、当該リモコン操作機７１１０
から出力する情報を表示する表示部７１０７を設ける構成としてもよい。
【０１６１】
なお、テレビジョン装置は、受信機やモデムなどを備えた構成とする。受信機により一般
のテレビ放送の受信を行うことができ、さらにモデムを介して有線または無線による通信
ネットワークに接続することにより、一方向（送信者から受信者）または双方向（送信者
と受信者間、あるいは受信者間同士など）の情報通信を行うことも可能である。
【０１６２】
図１６（Ｂ１）はコンピュータであり、本体７２０１、筐体７２０２、表示部７２０３、
キーボード７２０４、外部接続ポート７２０５、ポインティングデバイス７２０６等を含
む。なお、このコンピュータは、発光素子をマトリクス状に配列して表示部７２０３に用
いることにより作製される。図１６（Ｂ１）のコンピュータは、図１６（Ｂ２）のような
形態であっても良い。図１６（Ｂ２）のコンピュータは、キーボード７２０４、ポインテ
ィングデバイス７２０６の代わりに第２の表示部７２１０が設けられている。第２の表示
部７２１０はタッチパネル式となっており、第２の表示部７２１０に表示された入力用の
表示を指や専用のペンで操作することによって入力を行うことができる。また、第２の表
示部７２１０は入力用表示だけでなく、その他の画像を表示することも可能である。また
表示部７２０３もタッチパネルであっても良い。二つの画面がヒンジで接続されているこ
とによって、収納や運搬をする際に画面を傷つける、破損するなどのトラブルの発生も防
止することができる。
【０１６３】
図１６（Ｃ）（Ｄ）は、携帯情報端末の一例を示している。携帯情報端末は、筐体７４０
１に組み込まれた表示部７４０２の他、操作ボタン７４０３、外部接続ポート７４０４、
スピーカ７４０５、マイク７４０６などを備えている。なお、携帯情報端末は、発光素子
をマトリクス状に配列して作製された表示部７４０２を有している。
【０１６４】
図１６（Ｃ）及び（Ｄ）に示す携帯情報端末は、表示部７４０２を指などで触れることで
、情報を入力することができる構成とすることもできる。この場合、電話を掛ける、或い
はメールを作成するなどの操作は、表示部７４０２を指などで触れることにより行うこと
ができる。
【０１６５】
表示部７４０２の画面は主として３つのモードがある。第１は、画像の表示を主とする表
示モードであり、第２は、文字等の情報の入力を主とする入力モードである。第３は表示
モードと入力モードの２つのモードが混合した表示＋入力モードである。
【０１６６】
例えば、電話を掛ける、或いはメールを作成する場合は、表示部７４０２を文字の入力を
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主とする文字入力モードとし、画面に表示させた文字の入力操作を行えばよい。この場合
、表示部７４０２の画面のほとんどにキーボードまたは番号ボタンを表示させることが好
ましい。
【０１６７】
また、携帯電話機内部に、ジャイロ、加速度センサ等の傾きを検出するセンサを有する検
出装置を設けることで、携帯電話機の向き（縦か横か）を判断して、表示部７４０２の画
面表示を自動的に切り替えるようにすることができる。
【０１６８】
また、画面モードの切り替えは、表示部７４０２を触れること、又は筐体７４０１の操作
ボタン７４０３の操作により行われる。また、表示部７４０２に表示される画像の種類に
よって切り替えるようにすることもできる。例えば、表示部に表示する画像信号が動画の
データであれば表示モード、テキストデータであれば入力モードに切り替える。
【０１６９】
また、入力モードにおいて、表示部７４０２の光センサで検出される信号を検知し、表示
部７４０２のタッチ操作による入力が一定期間ない場合には、画面のモードを入力モード
から表示モードに切り替えるように制御してもよい。
【０１７０】
表示部７４０２は、イメージセンサとして機能させることもできる。例えば、表示部７４
０２に掌や指で触れ、掌紋、指紋等を撮像することで、本人認証を行うことができる。ま
た、表示部に近赤外光を発光するバックライトまたは近赤外光を発光するセンシング用光
源を用いれば、指静脈、掌静脈などを撮像することもできる。
【０１７１】
なお、上記電子機器は、本明細書中に示した構成を適宜組み合わせて用いることができる
。
【０１７２】
また、表示部に本発明の一態様の発光素子を用いることが好ましい。当該発光素子は発光
効率が良好な発光素子とすることが可能である。また、駆動電圧の小さい発光素子とする
ことが可能である。このため、本発明の一態様の発光素子を含む電子機器は消費電力の小
さい電子機器とすることができる。
　本発明の一態様である自動車を図１７に示す。当該自動車はフロントガラスやダッシュ
ボードに発光素子が搭載されている。表示領域５０００乃至表示領域５００５は発光素子
を用いて設けられた表示領域である。本発明の一態様の発光素子を用いることが好ましく
、これにより表示領域５０００乃至表示領域５００５は消費電力を抑えられるため、車載
に好適である。
【０１７３】
　表示領域５０００と表示領域５００１は、自動車のフロントガラスに設けられた、発光
素子を用いる表示装置である。この発光素子を、第１の電極と第２の電極を透光性を有す
る電極で作製することによって、反対側が透けて見える、いわゆるシースルー状態の表示
装置とすることができる。シースルー状態の表示であれば、自動車のフロントガラスに設
置したとしても、視界の妨げになることなく設置することができる。なお、駆動のための
トランジスタなどを設ける場合には、有機半導体材料による有機トランジスタや、酸化物
半導体を用いたトランジスタなど、透光性を有するトランジスタを用いると良い。
【０１７４】
　表示領域５００２はピラー部分に設けられた発光素子を用いる表示装置である。表示領
域５００２には、車体に設けられた撮像手段からの映像を映し出すことによって、ピラー
で遮られた視界を補完することができる。また、同様に、ダッシュボード部分に設けられ
た表示領域５００３は車体によって遮られた視界を、自動車の外側に設けられた撮像手段
からの映像を映し出すことによって、死角を補い、安全性を高めることができる。見えな
い部分を補完するように映像を映すことによって、より自然に違和感なく安全確認を行う
ことができる。
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【０１７５】
　表示領域５００４、表示領域５００５および表示領域５００６はナビゲーション情報、
速度計や回転数、走行距離、給油量、ギア状態、空調の設定など、その他様々な情報を提
供することができる。表示は使用者の好みに合わせて適宜その表示項目やレイアウトを変
更することができる。なお、これら情報は表示領域５０００乃至表示領域５００３にも設
けることができる。また、表示領域５０００乃至表示領域５００６は照明装置として用い
ることも可能である。表示装置５００４は凹状形状を有することによって、外光の反射の
影響を低減し、視認しやすい形状となっている。このような形状を有する表示装置は、基
板としてプラスチックなどの可とう性を有する材料を用いることにより実現することがで
きる。
【０１７６】
図１８（Ａ）～（Ｃ）に、折りたたみ可能な携帯情報端末９３１０を示す。図１８（Ａ）
に展開した状態の携帯情報端末９３１０を示す。図１８（Ｂ）に展開した状態又は折りた
たんだ状態の一方から他方に変化する途中の状態の携帯情報端末９３１０を示す。図１８
（Ｃ）に折りたたんだ状態の携帯情報端末９３１０を示す。携帯情報端末９３１０は、折
りたたんだ状態では可搬性に優れ、展開した状態では、継ぎ目のない広い表示領域により
表示の一覧性に優れる。
【０１７７】
表示パネル９３１１はヒンジ９３１３によって連結された３つの筐体９３１５に支持され
ている。なお、表示パネル９３１１は、タッチセンサ（入力装置）を搭載したタッチパネ
ル（入出力装置）であってもよい。また、表示パネル９３１１は、ヒンジ９３１３を介し
て２つの筐体９３１５間を屈曲させることにより、携帯情報端末９３１０を展開した状態
から折りたたんだ状態に可逆的に変形させることができる。本発明の一態様の発光装置を
表示パネル９３１１に用いることができる。表示パネル９３１１における表示領域９３１
２は折りたたんだ状態の携帯情報端末９３１０の側面に位置する表示領域である。表示領
域９３１２には、情報アイコンや使用頻度の高いアプリやプログラムのショートカットな
どを表示させることができ、情報の確認やアプリなどの起動をスムーズに行うことができ
る。
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